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1.  はじめに 

1.1. 都市の課題について 

人口3,471人(令和６年12月31日現在)、消滅可能性都市上位３%（出典：日本創成会議「ストップ少子

化・地方元気戦略」）に入るすさみ町は人口減少と高齢化が大きな課題となっている。人口減少に関し

ては、自然減に加えて進学や就職等により毎年100人減少、高齢化に関しては高齢化率47%超となってお

り、超高齢化社会となる10年先の日本の姿がすさみ町にある。 

少子化の進行により、学校統合や規模縮小を余儀なくされ、教員の免許外指導など学習環境の低下、

地域産業の担い手不足といった生活に密着した課題の要因となっている他、二次交通網の衰退と観光産

業の機会損失、災害時における自治体や消防団等の対応者不足にも繋がっている。 

特に防災面においては、南海トラフ津波による人的及びインフラの想定被害は非常に大きく、防災拠

点としては津波浸水エリアから外れるすさみIC付近の防災センター、すさみ南IC付近の防災道の駅すさ

み、の２拠点が災害対策時の重要拠点となる。加えて、すさみ町内における孤立地区の発生状況を迅速

に把握するためには、隣接自治体の津波浸水状況の情報収集が不可欠となる。自治体や自衛隊は、津波

発生後の被害状況をいち早く把握し、救命救助活動の効率化や危険作業の低減を図ることが求められる。 

 

図表１ すさみ町全域と隣接自治体の防災拠点 

 

1.2. コンソーシアムについて 

令和３年８月、町内外の企業などにより「すさみスマートシティ推進コンソーシアム」を設立した。 

産学金民連携により、IoT や AI を含む ICT 等の先端技術を活用しながらスマートシティを目指し、地

域の抱える防災、観光、交通、経済、高齢化等の諸課題を解決するとともに、人々の生活の質を高め、

全体を最適化させながら持続的な発展が可能なまちの実現を目指すこと、を目的として活動をしている。 

主な取組事項としては以下の２点が挙げられる。 

(１) スマートシティ化に向けた実証事業の推進 

(２) スマートシティ推進を活用した豊かな暮らし・まちづくり 
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1.3. スマートシティ実行計画の策定 

すさみ町では「すさみ町まち・ひと・しごと創生総合戦略」をもとに図表２の通りスマートシティ戦

略を策定している。戦略における施策に対して、南紀熊野スーパーシティ構想では規制緩和及びデータ

連携基盤整備とともに観光、防災、教育、移動、医療、低炭素といった複数分野に取り組む。 

 

図表２ すさみ町のスマートシティ戦略と実現事業 
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スマートシティ関連事業では、住民の関心が高い「防災」分野から始めており、南海トラフ地震など

の大規模災害に備えて迅速な対策を実行している。 

すさみ町における仮説の背景として南海トラフ津波による人的被害及びインフラ損傷の被害が課題と

なっている。30 年以内の南海トラフ地震の発生確率は 70～80％と言われている。1すさみ町では、人口

4700人総棟数 3600棟での試算にて、以下の被害が想定されている。2 

・人的被害最大 1,993 名、全壊最大約 2,000棟、半壊最大約 830棟 

・人的被害の内、津波が原因となる死者数 1,700人 

図表３に南海トラフ地震のハザードマップ、図表４に PLATEAU を用いた津波浸水想定区域モデルによ

る、津波浸水エリアの一例として示す。すさみ町役場のあるすさみ町周参見エリアでは、国道42号線、

県道 38 号線、といった主要道路を含む海岸線に面した地区では津波による大きな浸水被害が想定され

ている。 

 

図表３ 南海トラフ想定の浸水域ハザードマップ 

引用：すさみ町 web版津波ハザードマップ 

https://www.town.susami.lg.jp/other-contents/susamimap/index.html 

 
1 令和 2 年 政府 地震調査研究推進本部 地震調査委員会 
2 平成 26 年 和歌山県地震被害想定調査 報告書 

https://www.town.susami.lg.jp/other-contents/susamimap/index.html
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図表４ PLATEAUを用いた津波浸水想定区域モデル 

引用：PLATEAU VIEW 津波浸水想定区域モデル 津波浸水想定（南海トラフ巨大地震）（すさみ町） 

https://plateauview.mlit.go.jp/?share=01jvnzgfyxypwct3wzga90caf2 

 

また、観光面では、年間 80 万人を超える観光客が訪れる道の駅すさみ、世界文化遺産熊野古道、吉野

熊野国立公園など、すさみ町全域を訪れる観光客への的確な防災情報発信が課題となっている。 

スマートシティ実施戦略にて示している、防災・観光分野の構成要素の概要図を図表５に示す。 

 

図表５ すさみ町のスマートシティ概要図（防災・観光分野） 

 

https://plateauview.mlit.go.jp/?share=01jvnzgfyxypwct3wzga90caf2
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2. 目指すスマートシティとロードマップ 

2.1. 目指すまちづくりのビジョン 

すさみ町では「すさみ町まち・ひと・しごと創生総合戦略」にて掲げている目標を加速実現すべく、

内閣府「スーパーシティ型国家戦略特別区域の指定に関する公募」に対して、「南紀熊野スーパーシテ

ィ構想」を提案し、交流人口→関係人口→住民となる循環づくりを目指した。図表６の通りこの目指す

べき目標に対し、各事業が連携することで、まち・ひと・しごと創生総合戦略の加速実現及び活性化を

目指す。 

 

図表６ すさみ町の近年の取組とスマートシティ事業の位置づけ 

参考)すさみ町まち・ひと・しごと創生総合戦略:http://www.town.susami.lg.jp/docs/2016040400012/ 
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また、防災・観光分野への取組として実施する「観光拠点・防災道の駅中心の複数分野における高度

化・自動化事業」では、図表７の通り平時と有事でドローン測量、ポータル表示、物資管理、ドローン

物流の各システムを共有しエコシステム3の導入を目指す。 

 

図表７ スマートシティで目指すエコシステム 

 

2.2. ロードマップ 

スマートシティ戦略の実現に向けた全体スケジュールは図表８の通りである。 

令和６年度より、すさみ町を運営主体として、３点の事業について部分的な実装を開始した。１点目

は「防災と観光データ相互連携による住民と訪問者を繋ぐポータルサイト事業」において防災観光ポー

タルの平時利用における実装。２点目は「PLATEAU 整備」におけるすさみ町沿岸部の PLATEAU用３次元

建物データの実装。３点目は「データ連携基盤整備」におけるデータ連携基盤の実装、となる。 

令和７年度では、すさみ町を運営主体として、「観光拠点・防災道の駅中心の複数分野における高度

化・自動化事業」における点検・放送ドローンの実装開始予定である。 

令和８年度では、「観光拠点・防災道の駅中心の複数分野における高度化・自動化事業」における物

流ドローンの実装開始を予定している。 

点検・放送・物流ドローンの実装に向けた令和７年度、８年度のスケジュールについて、図表９に示

す。 

 
3 エコシステムとは、互いに独立した企業や事業、製品、サービスなどが相互に依存しあって一つのビジネス環境を構成する様子を示す。 
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図表８ 全体スケジュール 

 

 

図表９ 点検・放送・物流ドローンに関する令和７年度、８年度のスケジュール 

 

2.3. KPI 

１章において提示した地域の課題に対して以下の KPIを設定し、事業評価を実施する。 

すさみ町のスマートシティ関連事業における KPI は図表 10 の通りである。なお、一部の KPI は継続し

て検討中であり、令和８年度までに策定予定となる。 
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事業 KPI ＊一部検討中項目あり 

スマートシティ戦略 

防災 

「防災道の駅中心の防

災対応高度化・自動化

事業」 

から、「観光拠点・防

災道の駅中心の複数分

野における高度化・自

動化事業」へ引継 

■アウトカム第 3 階層 

 ・地域内の産業力向上（人口 1 人当たり域内総生産の 5%以上向上） 

 ・災害時の広域中心的な機能提供 

（防災道の駅を中心とした復旧復興体制の早期確立） 

・関係人口の増加（令和 10 年までに企業誘致 1 件以上） 

 ・住民化の促進（令和 10 年までに移住件数 10 世帯以上、 

社会人口の継続的な増加を目指す） 

■アウトカム第 2 階層 ＊分野を超えて設定する KPI もある 

＜防災分野＞ 

 ・地域住民の災害時の労働災害発生件数の減少 

（都市計画・整備従事者の安全性）（災害発生時 0 件） 

・移住による地域住民数増加（転入数） 

・現住民の転居減少（転居数） 

・ふるさと納税額向上（年間 10 億円以上の寄付） 

・最寄り緊急避難場所までの平均距離の短縮（平均時間） 

・行政への災害対応満足度向上（アンケート満足度） 

・住民の住む地域への安心・安全と感じる割合向上 

（アンケート満足度） 

・ドローン利用想定航路数（20 航路以上） 

・ドローン緊急着陸地点（50 箇所以上） 

・ドローンポート設置数（2 箇所以上） 

・防災ポータル共同利用団体（4 団体以上） 

＜観光/地域活動＞ 

 ・回遊性・周遊性向上（平均トリップ数、立ち寄り回数） 

 ・観光客数の増加（年間観光客数） 

 ・観光客の消費額向上（年間観光客消費額） 

・ふるさと納税額向上（年間 10 億円以上の寄付） 

 ・観光客の現地ふるさと納税額向上（年間 5 千万円以上の寄付） 

・最寄り緊急避難場所までの平均距離の短縮（平均時間） 

 ・行政への災害対応満足度向上（アンケート満足度） 

 ・自治会・町内会加入率（割合）  

＜共通基盤＞ 

 ・都市 OS 上のサービスの実装・実証実験数（検討中） 

図表 10 各事業における KPI 

 

参考までに、防災分野、観光/地域活動分野、共通基盤における KPIロジックツリーを図表 11から 13の

通り示す。 
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図表 11 防災分野 KPIロジックツリー 

 

図表 12 観光/地域活動分野 KPIロジックツリー 
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図表 13 共通基盤 KGIロジックツリー 

 

3. 実証調査の位置付け 

3.1. 実証調査を行う技術・サービスのロードマップ上の位置付け 

行政サービスやまちづくりの様々な領域において ICT、デジタル活用が求められている中、すさみ町

では特に町民の暮らしや年間 100万人の訪問を目標とする観光客に直結する課題が多い防災分野におい

て、重点的にデジタル活用を進める。町民の暮らしやすさみ町の訪問客がより便利で豊かになり、南紀

熊野エリアの安全・安心なスマートシティの先例となる事を目指す。 

その実現に向けて、地域課題を先端技術で解決する実証調査を推進することで個別最適化を進めた後

に、その中で得られたデータ利活用を推進し、データ連携基盤（都市 OS）によるスマートシティを形成

していく。 

今回、令和７年度取組による防災・観光分野への対応としてスマートシティ実装化支援事業では、す

さみスマートシティコンソーシアムが、図表 14内にて青枠で囲った項目、図表 15内にて青点線で囲っ

た項目、を実施する。 

また、平時の物流ドローン実証実験においてはすさみ町および民間事業者と連携して、スマートシテ

ィ実装化支援事業とは別にすさみ町が主導となり実施予定である。（※KPI や物資管理方法については

はすさみ町役場にて検討中。） 
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図表 14 ロードマップ上の位置付け 

 

 

図表 15 すさみ町のスマートシティ概要図における位置付け 

 



 12 

3.2. ロードマップ達成に向けた課題 

データ連携基盤（都市 OS）によるスマートシティ形成に向けては、町域のあらゆる情報のデータ化が

不可欠であることから、個別最適化においてデータ収集を伴う事業展開が望ましい。高齢化が進む住民

へのスマートシティ理解を促進するためには、住民における何らかの課題が解決することや、利便性が

向上するといった要素を伴うことが求められる。より分かりやすい社会課題から取組むことにより、町

民の共感を得るスマート化を優先させたいと考えている。 

主な社会課題の一つとして、災害発生直後、災害対策本部において正確な現地情報を把握するまでに

多大な工数と時間を要することが挙げられる。一般に、自治体ごとにデータの取得方法や管理手法が異

なるケースが存在するため、データフォーマットやシステムインターフェースに差異が生じ、リアルタ

イムでの情報連携に支障をきたす。とりわけ南海トラフ地震のような大規模災害発生時には、広域にわ

たる被害状況を迅速に把握し、近隣自治体と連携した応急対応体制を構築することが不可欠である。そ

のためには、従来の方法を見直し、自治体間のデータ共有の効率化を図る必要がある。 

また、広域被害の迅速な把握手段として点検・放送・物流ドローンの活用が有効であることは過年度

までの実証実験等で確認済みだが、その運用にあたっては、安心・安全の確保が大前提となる。災害時

には、空からの状況把握のために、ヘリコプター等の有人機とドローン等の無人航空機の併用が望まれ、

両者の安全な運航を両立させる体制の構築が求められる。有人機と無人機の併用を前提とすると、無人

機であるドローンは、ヘリコプター等の有人機が接近する際には緊急回避行動が求められ、衝突・墜落

リスクを回避するために多くの緊急着陸地点の設定が必要である。この点検・放送・物流ドローンの緊

急着陸地点の設定にあたっては、地域住民の理解と関係者との合意形成が不可欠である。 

したがって、平時における実証実験において有事に必要な準備の検証を実施し、住民の関心と参加を

促すことが重要である。そのうえで、応急対応体制の構築、自治体間のデータ共有方法の効率化、安

心・安全なドローン運用体制の整備を進めていく必要がある。 

 

3.3. 課題解決に向けた本実証調査の意義・位置付け 

本実証調査は、3.2 章で述べた課題意識を踏まえ、住民にとって分かりやすい課題解決と、観光客を

含む来訪者の防災課題の解決を目的とするものである。 

和歌山県すさみ町は太平洋沿岸地域であり、南海トラフ地震が発生した場合、震度７の揺れ、19ｍの

最大津波高（県内最大）が想定され、津波高１ｍの津波は地震発生後３分で沿岸域に到達するとされて

いる（平成 25 年和歌山県想定）。また、紀南地域は日本有数の多雨地帯でもあることから、台風や局

地的豪雨による大規模風水害の発生も懸念される。 

これらの災害に対して住民の高速高台避難/インフラ損傷点検/孤立避難所への支援が必要であり、平

時の高齢化・人口減による地域の担い手不足、過疎による公共交通や物流網の維持困難、といった課題

が顕在化している。 

（１）近隣地域を含めた緊急輸送道路ネットワークに関する課題 

すさみ町及び串本町の海岸線沿いを通る国道 42号線（図表 16）は、第一次緊急輸送道路に指定

されており、災害発生後の物資輸送や復旧支援において極めて重要な役割を担う。串本町へも接続

しているため、同道路の通行可能性をいち早く把握することは、すさみ町のみならず周辺地域全体

の復旧・復興に直結する。 
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また、図表 17に示すように、すさみ町と串本町の境界エリアは津波浸水想定区域に挟まれた地

理的位置にあり、地震発生時に孤立するリスクが指摘されている。さらに、図表 18に示す通り

2027年に開通予定の和深 IC付近は行政区域としては串本町に位置するが、串本町の防災拠点と比

較してすさみ町の防災拠点である防災道の駅すさみからのアクセス距離が短く、両町の連携によっ

て行政区域を超えた早期かつ安全に広域的な災害状況の把握が必要となる。 

 

 

 

図表 16 すさみ町及び串本町管内の緊急輸送道路ネットワーク 

 

 

図表 17 すさみ町東部及び串本町西部の津波浸水想定エリア 
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図表 18 すさみ町と串本町の境界部までの両町防災拠点からの距離 

 

（２）災害対策本部における人員不足の課題 

自治体職員は、災害対策本部設立時には避難所運営や物資業務など自治体が必ずしもノウハウを

持たない業務に多くの人員が取られる傾向がある。南海トラフ大地震発生時には、被害状況を即座

に把握し関係者と共有し、被害認定調査を実施した後に罹災証明を発行、みなし仮設住宅を含めた

仮設住宅の建設・入居を進めることで避難所から避難者が減り、避難所運営における人的コストが

減り、本格的な復旧・復興へと移行を推進すべきである。 

しかし、目の前の業務に追われ本来すべき業務に手が回らないといった事象が自治体職員のイン

タビューでもあがってきており、復旧・復興に本当に必要な業務への投入が薄くなる恐れがある。 

自治体職員は、職員であると同時に被災者でもある可能性が高く現場での人員不足は災害対応で

の大きな課題となっている。 

 

（３）災害対応における情報共有の即時性確保に向けた課題 

災害発生時、すさみ町内外の自治体・関係機関が即時に状況を共有し、連携して対応を進めるた

めには、迅速かつ正確な情報の可視化と共有が不可欠である。しかし現行の情報共有手段である

LGWAN経由のデータ共有は、インターネット経由での共有と比較し、リアルタイム性に課題を抱え

ており、災害対応の初動の遅れや復旧活動の最適化を妨げる要因となっている。 

 

（４）ドローン運用における緊急・物流着陸地点整備の課題 

災害時において点検・放送・物流ドローンが緊急輸送道路の点検・災害発生時の避難誘導・孤立

避難所への物資輸送を担うには、有人機との接近時における衝突リスク回避のための緊急着陸体制

の確保が必須であり、実際の運用においては数多くの緊急着陸地点を事前に設定しておく必要があ

る。 
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過年度までの実証実験により、ドローン航路に沿って１km間隔で複数の緊急着陸地点を設定す

べきであることが示されているものの、現時点では十分な整備が進んでおらず、これが安心・安全

な点検・放送・物流ドローン運用上の大きな課題となっている。また、緊急着陸地点には私有地や

公用地の活用が不可欠であることから、地域住民の理解と協力を得る必要があり、社会受容性の確

保も重要な課題である。 

  

本実証は、先述した（１）近隣地域を含めた緊急輸送道路ネットワークに関する課題（２）災害対策

本部における人員不足の課題（３）災害対応における情報共有の即時性確保に向けた課題（４）ドロー

ン運用における緊急・物流着陸地点整備の課題といった、すさみ町における４つの課題に対し、現場で

の検証と地域の合意形成を通じて、課題解決とともに災害対応力の向上、そしてスマートシティ形成に

向けた基盤整備を推進するものである。なお、（１）の解決に向けてはすさみ町における点検・放送・

物流ドローンの取り組みが近隣地域の危険作業低減、効率的な災害状況把握といった課題解決にも適用

可能かの検証であり、広域連携検討の要素を含んでいる。広域連携の可能性を検討するために、串本町

との協力連携が必須となり、点検・放送・物流ドローンの有用性やその他の手段も含めて串本町と協議

を深め将来像を今後も検討する。 

最後に、すさみ町のような過疎・高齢化地域が抱える災害対応や近隣地域を含めた広域的なインフラ

維持の課題に対する解決策を提示することで、同様の課題を有する全国の地域への波及・展開が期待さ

れる。したがって本実証は、すさみ町とその近隣地域課題の解決にとどまらず、広く社会課題の解決に

も貢献する取り組みである。 

 

4. 調査計画 

4.1. 調査で実証したい仮説 

今回の調査で実証したい仮説及び対象となる実証実験は、図表 19に示す通りとなる。 

実証したい仮説① 

防災道の駅に実装予定の点検・放送ドローン機体がすさみ町の点検ルートから隣接町

の津波浸水地域の点検を実施。近隣自治体区域の点検、津波浸水想定箇所と合わせ沿

岸線の点検の有効性を、すさみ町、近隣自治体、自衛隊にて、応急対応の効率化及び

早期の復興へ移行することが可能であるか検証 

仮説①対象 
３次元地図を活用したドローン航路生成システム、放送・点検ドローン、ドローン遠

隔操作システム 

実証したい仮説② 

ドローンからの映像は遠隔操作システムを経由して映像配信を実施。映像配信は、す

さみ町で実装済みの防災観光ポータルで、アクセス可能なユーザーのみリアルタイム

動画とアーカイブ動画でインターネットから確認可能な環境を構築。現行の自治体間

でのデータ共有方法（LGWAN 経由）、と比較し効率化される時間を検証する 

仮説②対象 
３次元地図を活用したドローン航路生成システム、放送・点検ドローン、ドローン遠

隔操作システム、WEB 配信システム 

実証したい仮説③ 

ドローン想定航路約１km 間隔で設定する緊急着陸地点及び飛行禁止区域の調査と調査

結果を PLATEAU ドローン運航管理システムの３DMAP 内に可視化。３DMAP を用いた説明

にて、関係者と災害時での緊急着陸地点および平時でのドローン離発着地点となる離

着陸地点の合意を取得可能か、ドローン航路、設置場所、必要性、平時利用の有効性

などについて２DMAP と比較検証を３か所以上にて実施する 
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仮説③対象 ３次元地図を活用したドローン航路生成システム 

図表 19 実証する仮説と対象範囲 

 

4.2. 調査方針 

4.2.1. 調査概要と計画 

本実証調査は、図表 20 内の赤枠に示す通り、実証①として「ドローンによる近隣自治体区域の点検津

波浸水想定/沿岸線の点検検証」実証②として「ドローン点検映像のリアルタイム配信検証」実証③と

して「３DMAPにおける緊急着陸地点/平時物流拠点の表示」となる。 

また、図表 22 の通り、すさみ町、（一社）すさみ町観光協会、ソフトバンク社、ウフル社、南紀白浜

エアポート社、ベル・データ社、milab社、MONET Technologies社の８者が連携して実現している。 

 

図表 20 実証事業概要図 

 

本実証での検証方法は以下の通り。（図表 21） 

実証 

項目 
検証項目 

検証 

方法 
目標 概要 

実証① 

すさみ町と串本町にて、隣接区域にて津

波浸水による複数自治体またがる孤立地

区の把握における点検時間効率化と危険

作業低減 

従来手法との

比較インタビ

ュー 

発災から把握

まで３時間以

上の効率化 

・従来手法：串本町地区の

津波浸水確認（津波警報解

除後に住民または自治体職

員の点検にて把握） 

・自治体職員インタビュー 
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実証① 

自衛隊にて、海岸一帯を確認できる映像

から救命救助の依頼があった際、陸上と

空路の対応判断と安全対策検討の効率化 

映像確認イン

タビュー 

出動検討時間

短縮 

（１H 以上） 

・海上からの上陸可否判断 

・道路寸断情報の把握可否 

 

実証② 

自治体間データ共有方法における従来方

法と実証方法における効率化される工数

と時間 

従来手法との

比較 

２時間以上 

効率化 

・従来手法：ドローン点

検、点検データのアップロ

ード、自治体が DL、自治

体間の LGWAN で共有、デー

タ確認 

実証③ 

3DMAP を活用した緊急着陸地点合意形成

における 2DMAP 活用と比較したドローン

活用における理解度の比較検証 

アンケート 

「3D の方が

理解しやす

い」と回答し

た者が全体の

60％以上 

・アンケート設問におい

て、「2D が理解しやす

い」「3D が理解しやす

い」の選択肢を提示し、

「3D が理解しやすい」を

選択した回答者の割合を算

出・評価する 

実証③ 離着陸地点の合意数 アンケート ３か所以上 
・平時/有事に活用可能な

緊急着陸地点の整備 

図表 21 実証の検証方法と目標 

 

 

No 名称 役割及び責任 

１ すさみ町 

• 全体戦略策定、事業全般の管理統括業務 

• 推進主体の構築・運営 

• スマートシティ推進に必要なルール、ガイドラインの策定、管理 

• 住民、観光客等への広報 

• 一部サービスの提供、管理 

２ 
一般社団法人 すさ

み町観光 協会 

• コンソーシアムへの参加 

• 住民、観光客等への広報 

• 一部サービスの提供、管理 

３ 

株式会社 

南紀白浜 

エアポート 

• コンソーシアムへの参加 

• 住民、観光客等への広報 

４ 
ソフトバンク 

株式会社 

• コンソーシアムへの参加 

• 防災 WG 幹事 

• スマートシティ推進に必要なルール、ガイドラインの策定、管理

サポート 

• サービス開発、提供、管理 
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５ 
株式会社 

ウフル 

• コンソーシアムへの参加 

• 観光 WG 幹事 

• 住民、観光客等への広報 

• サービス開発、提供、管理 

６ 
ベル・データ 

株式会社 

• コンソーシアムへの参加 

• サービス開発、提供、管理 

７ 
milab 

株式会社 

• コンソーシアムへの参加 

• サービス開発、提供、管理 

８ 
MONET Technologies 

株式会社 

• コンソーシアムへの参加 

• サービス開発、提供、管理 

図表 22 実証における役割と責任 
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4.2.2. 実証①及び実証②の調査内容及び方法 

●概要 

実証①として「ドローンによる近隣自治体区域の点検津波浸水想定/沿岸線の点検検証」において、南

海トラフ津波による広域での災害の場合、生活圏が重なっている近隣市町と防災道の駅にて連携、情報

共有する事で津波浸水による複数自治体にまたがる孤立地区の把握が可能となる。また自衛隊にて、海

岸一帯確認映像による救命救助対応判断と安全対策検討の効率化にも寄与できるため、道の駅すさみ配

備の点検・放送ドローンが、隣接する近隣自治体の津波浸水区域点検、自衛隊が想定する沿岸線の点検、

を実施し、近隣自治体区域の点検、関係者、自衛隊に必要となる沿岸部追加データ取得、が可能かを検

証する。 

実証②として「ドローン点検映像のリアルタイム配信検証」において、早期に津波被災状況と孤立地

域を把握する事で、関係自治体での点検時間効率化と危険作業低減が可能となるため、点検・放送ドロ

ーンからの映像を、防災観光ポータルでリアルタイム動画とアーカイブ動画でインターネットから確認

可能な環境を構築し、現行の自治体間でのデータ共有方法（LGWAN 経由）、と比較し効率化される時間

を検証する。 

実証①および実証②で使用するシステム、３次元地図を活用したドローン航路作成システム、放送・

点検ドローン、ドローン遠隔操作システム、ドローン点検映像のリアルタイム配信システムを以下に示

す。 

 

（１） ３次元地図を活用したドローン航路作成システム 

３D 都市モデル「PLATEAU4」で令和５及び６年度にすさみ町エリアにて構築（図表 23）した建物デー

タを、マップボックス・ジャパン合同会社の３次元地図開発プラットフォームを利用し、有事の物流ド

ローン航路、を作成し可視化するテストサイトである。また、ドローン航路には離隔が必要となるエリ

アと緊急時の着陸地点を設定する。 

選定理由：３D都市モデル「PLATEAU」のデータ取込が容易であり、ドローン航路データの生成と 

表示が一元的に可能であるため。また、防災観光ポータルと共通の開発環境であり、 

効率的な実証実験の準備が可能であるため。 

 
4 国土交通省が主導する 3D 都市モデル整備・活用・オープンデータ化プロジェクト 
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図表 23 令和５及び６年度 PLATEAU構築エリア 

 

 

図表 24 ３次元地図を活用したドローン航路作成イメージ 

 

実証①及び実証②で利用する３次元地図を活用したドローン航路生成システムでのドローン航路作

成フローは図表 25の通り。 
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図表 25 実証①及び実証②における３次元地図上でのドローン航路作成フロー 

 

（２） 放送・点検ドローン 

実証調査使用機体は以下の通り。 

選定理由：スピーカー搭載可能な国産ドローンにおいて最大航行時間が十分あり、航行距離 約２～ 

 ８kmのルートにて余裕を持った航行が可能であり、雨天や強風を伴う悪天候でも航行が可 

 能な機体であり、LTEデータ通信機能と高精度位置測位機能を有し、目視外での（レベル 

 ４）遠隔制御に因る航行が可能な機体であったため。 

No 項目 詳細 

１ 機体スペック 

機器名：FMC-03 
製造者：双葉電子工業社 
重量: 25kg 未満 

航行時間: 30 分程度 

耐風性能：最大 15m/sec 以下 

２ 機体サイズ 

全長：1220mm 

全幅：1390mm 

全高：510mm 

３ カメラ 防水（FPV カメラ） 

４ スピーカー 
機器名：IP-A1SC15forDrone 
製造者：TOA 株式会社  

５ 使用プロポ 双葉電子工業製 FMT-04 920MHz 帯 

６ 通信機能 

LTE によるデータ通信機能 
ドローン遠隔操作システムとの通信機能 

※今回の点検ルートは LTE不感地帯を含まない為、衛星通信を活用する仕組みの組み込

はなし。 

７ 高精度位置測位 RTX 測位 

図表 26 放送・点検ドローン機体機能 

 

（３） ドローン遠隔操作システム 

ドローン機体との LTE 通信回線を介して、実証①及び②では、精度の高い映像を安定して送信する必

要があり、高い安全性を確保するため防災道の駅すさみからドローン航行を監視制御する遠隔監視操作

システム。 
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選定理由：不正操作を防止する為に閉域網での通信と操作が可能であるため。 

    将来的に PLATEAU データとの連携を予定しているため。物流機体と一式で開発のため。 

 

 

 

    

 

図表 27 ドローン遠隔操作システムイメージ図 
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（４）ドローン点検映像のリアルタイム配信システム 

点検・放送ドローンからの映像を、防災観光ポータルでリアルタイム動画とアーカイブ動画でインタ

ーネットから確認可能な環境。リアルタイム映像の配信には、動画配信プラットフォーム「Vimeo」を

活用する。 

選定理由： 防災観光ポータルは、総務省事業として既に実装・運用されており、地域住民および観光

客により利用実績のあるポータルサイトである。ドローンからの映像については、セキュリティおよび

運用管理の観点から、当該ポータル内でのみ閲覧可能とする必要がある。この要件を満たす機能を有し

ていることから、「Vimeo」を配信基盤として採用した。 

 

図表 28 ドローン点検映像のリアルタイム配信システム概要図（※検討中） 

 

●調査目的 

以下の３点を調査目的とする。（図表 29） 

調査目的① 

すさみ町と串本町にて、隣接区域にて津波浸水による複数自治体またがる孤立地区の把

握における点検時間効率化と危険作業低減、従来手法との比較において発災から把握ま

で３時間以上の効率化を検証 

調査目的② 
自衛隊にて、海岸一帯を確認できる映像から救命救助の依頼があった際、陸上と空路の

対応判断と安全対策検討の効率化、出動検討時間を１時間以上短縮 

調査目的③ 
自治体間データ共有方法における従来方法と実証方法における効率化される工数と時

間、従来手法との比較において２時間以上効率化を検証 

 図表 29 実証①及び実証②における調査目的 

 

●調査日時・対象者・実施場所 
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調査日時・対象者・実施場所は以下の通り。（図表 30） 

計画 日時 場所 参加者 

ドローンによる近隣自治体

区域の点検津波浸水想定/

沿岸線の点検検証 

令和７年 

11 月 20 日予定 

      

防災道の駅すさみ 

（遠隔制御・離発着地点）  

すさみ町役場職員 

すさみ消防署職員 

コンソーシアム参加事業者 

自衛隊和歌山地方協力本部 

串本町役場職員 

ドローン点検映像のリアル

タイム配信検証 

令和７年 

11 月 20 日予定 

道の駅すさみ 

すさみ町役場 

自衛隊駐屯地事務所 

串本町役場 

すさみ町役場職員 

自衛隊和歌山地方協力本部 

串本町役場職員 

関係者意見交換会議開催 

令和７年 

11 月 20 日予定 

      

道の駅すさみ 

すさみ町役場職員 

すさみ消防署職員 

コンソーシアム参加事業者 

自衛隊和歌山地方協力本部 

串本町役場職員 

図表 30 実証①及び実証②における調査日時・対象者・実施場所 

 

●実証内容と検証方法 

防災道の駅を拠点に放送・点検ドローンの遠隔操作運行、及び離発着の連続航行試験で実施するドロ

ーンの航路及び離発着、緊急着陸地点配置を（図表 31）、また航路内の津波浸水区域確認希望エリア

（図表 32）で示す。防災道の駅すさみを離発着地点として、航行経路を航行し、４か所の津波浸水区域

確認希望エリアにてホバリングカメラにて道路の被災状況確認を実施する（図表 33）。点検・放送ドロ

ーンからの映像を、防災観光ポータルでリアルタイム配信し、関係者はインターネットから映像確認を

行う。ドローン離陸から、関係者が被災状況を確認できるまでの時間を複数回計測する。実証①および

実証②を実施後、関係者へのインタビューを実施する。 

 

 

図表 31 実証①及び実証②に関するドローン航路図 
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図表 32 すさみ町および串本町津波浸水区域確認希望エリア 

 

 

図表 33 実証①及び実証②に関する津波浸水確認エリア 

 

図表 31 内には、機体に想定外異常が発生した際に使用する緊急着陸地点、ドローン全区間における監

視員配置図、を記載している。 

ポイント設定において考慮した点は、以下の通り。 

・離発着ポイントは、実際にドローン運用を実施する想定である箇所を設定。 

・緊急着陸地点は事前にドローン着陸の地権者合意が得られた場所かつ、河川や海岸等の人の往 

来が少ない箇所、に設定。 

・監視員は、ドローンの遠隔制御が LTE通信接続不可となった場合においても目視によるドロー 

ン監視と、地上からの操作が可能な配置とする。 

 

また、今回飛行距離が長いため、気象状況によってはバッテリー残量不足にて航行が完了できない

可能性が考えられる。よって実証実験当日の気象条件によって、ドローン航路を短縮し実施致します。 
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【気象条件】 

 離陸地点、地上での平均風速が 3m以下の場合、当初予定通りのドローン航路（図表 31）にて実施 

上記より平均風速が高い場合は、図表 34のドローン航路にて実施 

 

 

図表 34 実証①及び実証②悪天候時のドローン航路 

 

 

離発着地点（図表 35）においては、立入規制区画、ドローン離発着所、補助員作業所、を設置。 

 

図表 35 離発着地点の配置図  

 

図表 36 で示すタイムスケジュールでドローンによる近隣自治体区域の点検津波浸水想定/沿岸線の点

検検証を実施する。往路にて沿岸線の点検検証を実施し、海上からの上陸箇所の状況などが確認できる
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か検証する。復路では沿岸津波浸水区域確認希望エリア内の前後 30ｍの道路を検証区域として、全４か

所設定する。ドローン離陸後、検証区域への到達時間を計測、またエリア内の道路が冠水していないか、

車両通行道路幅確保できているかの状況確認を行うための映像データに欠損がないか、検証区域全域が

映像で確認できたかを計測する。（図表 37） 

 

 実施目的 航行ルート 飛行実施回数 

午前 

ドローンによる近隣自体区

域の点検津波浸水想定/沿

岸線の点検検証 

図表 31 ２回 

午後 

ドローンによる近隣自体区

域の点検津波浸水想定/沿

岸線の点検検証 

図表 31 ２回 

図表 36 １日間のタイムスケジュール 

 

点検ドローン 項目 ポイント１ ポイント２ ポイント３ ポイント４ 

１回目 

 

状況確認 

時間 分 秒 分 秒 分 秒 分 秒 

映像データ     

検証区域 

カバー 
    

２回目 

 

状況確認 

時間 分 秒 分 秒 分 秒 分 秒 

映像データ     

検証区域 

カバー 
    

３回目 

 

状況確認 

時間 分 秒 分 秒 分 秒 分 秒 

映像データ     

検証区域 

カバー 
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図表 37 離陸から状況確認時間/道路冠水状況確認結果の項目 

 

●仮説の検証に向けた調査方法  

調査目的①②③（図表 29）を検証するため、関係者と意見交換を行い、津波浸水による複数自治体ま

たがる孤立地区の把握における、関係自治体での点検時間効率化時間と危険作業低減。自衛隊にて、海

岸一帯確認映像による救命救助対応判断と安全対策検討の効率化時間。自治体間データ共有方法におけ

る従来方法から効率化される時間を検討する。関係者意見交換に用いるインタビューシートは図表38の

通り。アンケート項目は図表 39に記載。 

 

図表 38 インタビューシート 

 

４回目 

 

状況確認 

時間 分 秒 分 秒 分 秒 分 秒 

映像データ     

検証区域 

カバー 
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確認項目 対象 確認事項（質問案） 

ドローンによ

る近隣自治体

区域の点検津

波浸水想定/

沿岸線の点検 

実証実験参加者 

（※すさみ町役

場職員、串本町

役場職員、自衛

隊は除く） 

・今回ドローンからの映像を確認した場所はどこですか？（道の駅すさ

み、すさみ町役場、串本町役場、防災センター、その他） 

・防災観光ポータル（すさみしるべ）で、ドローンからの映像をリアル

タイムで確認できましたか（はい、いいえ） 

・ドローンによる道路の冠水状況の確認映像は明瞭で、映像データに欠

損などは無かった（はい、いいえ） 

・いいえの場合は、その理由（記述式） 

・ドローンを活用した沿岸部の広域な災害状況確認は、役立つと感じま

したか？（往路）（５段階評価） 

・ドローンを使った津波浸水地域点検は、防災対策に役立つと感じまし

たか（復路）（５段階評価） 

・ドローンによるライブ配信にて、津波浸水状況は確認可能か（５段階

評価） 

・ドローンを活用した災害時点検は役立つと感じるか（５段階評価） 

・本実証の取組みは防災対策に繋がっていると感じるか（５段階評価） 

・説明会や実証を通じて、防災意識が向上しましたか（５段階評価） 

・今回の参加をきっかけに、防災対策を新たに実施しようと思います

か？（はい、いいえ、すでに行っている） 

・すさみ町の防災対策で追加して欲しい施策を記述（記述式） 

・本実証は「安心・安全な町づくり」に繋がると感じましたか（１０段

階評価） 

 

 

図表 39 アンケートの確認項目 
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4.2.3.実証③の調査内容及び方法 

実証③「３DMAP における緊急着陸地点/平時物流拠点の表示」において、ドローンはヘリ等の有人機

接近の際は緊急回避行動を実施し衝突や墜落リスク回避実施が必要であり数多くの緊急着陸地点の設定

が必要です。また平時の薬や食事配送においてはドライバー不足等にて町内全域での物流ドローンが期

待されており、多数の物流ドローン着陸地点設定が必要です。３DMAP 内にてドローン航路と着陸地点を

示し、緊急着陸地点の民間関係者との、平時・有事利用許諾の説明時の活用可否を２DMAP 説明時と比較

し検証する。 

実証③で使用するシステムは、３次元地図を活用したドローン航路作成システム、を以下に示す。 

 

（１）３次元地図を活用したドローン航路作成システム（検討中） 

３D 都市モデル「PLATEAU5」で令和５及び６年度にすさみ町エリアにて構築（図表 40）した建物デー

タを、マップボックス・ジャパン合同会社の３次元地図開発プラットフォームを利用し、有事の物流ド

ローン航路、を作成し可視化するテストサイトである。また、ドローン航路には離隔が必要となるエリ

アと緊急時の着陸地点を設定する。 

選定理由：３D都市モデル「PLATEAU」のデータ取込が容易であり、ドローン航路データの生成と 

表示が一元的に可能であるため。また、防災観光ポータルと共通の開発環境であり、 

効率的な実証実験の準備が可能であるため。 

 

図表 40 令和５及び６年度 PLATEAU構築エリア 

 

 
5 国土交通省が主導する 3D 都市モデル整備・活用・オープンデータ化プロジェクト 
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図表 41 ３次元地図を活用したドローン航路作成イメージ 

 

実証①および実証②で利用する３次元地図を活用したドローン航路生成システムでのドローン航路

作成フローは図表 42 の通り。 

図表 42 実証③における３次元地図上でのドローン航路作成フロー 

 

●調査目的 

以下の２点を調査目的とする。（図表 43） 

調査目的① 
３DMAP を活用した緊急着陸地点合意形成における２DMAP 活用と比較したドローン活用

における理解度の比較検証 

調査目的② 平時/有事に活用可能な緊急着陸地点の整備 

 図表 43 実証③における調査目的 
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●緊急着陸地点を平時の物流網着陸地点として活用するイメージ 

 有事の際は、ドローンの緊急時着陸地点として利用し、平時の際はドローンを使った配送のドローン

離発着所として利用する。（図表 44） 

 
図表 44 緊急着陸地点を平時の物流網着陸地点として活用するイメージ図 

 

●調査日時・対象者・実施場所 

実証③における調査日時・対象者・実施場所は以下の通り。（図表 45） 

計画 日時 場所 参加者 

緊急着陸地点地権者交渉お

よびアンケート調査 

令和７年 

11 月予定 

      

すさみ町 
緊急着陸地点地権者 

合計：６名予定 

図表 45 実証③における調査日時・対象者・実施場所 

 

●実証内容と検証方法 

過去に作成したドローン航路および新設のドローン航路において、緊急着陸地点（物流拠点）候補を

設定。３DMAP 内にてドローン航路と着陸地点を示し、緊急着陸地点の民間関係者との、平時・有事利用

許諾の説明を実施し、利用許諾同意を調査、また合わせて２DMAP 説明時と比較した理解度のアンケート

を実施し比較検証を行う。 

 

使用資料 

・３DMAP ドローン航路図 

・２DMAP ドローン航路図 

・緊急着陸地点の役割および必要性説明資料 

・同意書（民間向け） 

・アンケート 

図表 46 実証③における緊急着陸地点の利用許諾使用資料 
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●仮説の検証に向けた調査方法 

実証③の調査・検証を行うために、緊急着陸地点の関係者に対し、ドローン活用に関する具体的なイメ

ージが湧いたかどうか、また、３DMAPを活用した緊急着陸地点の合意形成が、２DMAPを用いた場合と

比較してどのように理解度に影響を与えたかを評価する。 

そのために、２DMAPと３DMAPを活用した説明をそれぞれ実施し、以下の観点での理解度を比較検証す

る。 

評価項目は以下の４点であり、２DMAP・３DMAPそれぞれについてアンケートにより評価を行う。 

• ドローンの航路 

• 緊急着陸地点の位置 

• 緊急着陸地点の必要性 

• 緊急着陸地点の平時活用の利便性 

説明後、各項目について「２Dが理解しやすい／３Dが理解しやすい」の選択肢から、「３Dが理解しや

すい」と答えた割合が 60%以上であることをもって３DMAPの有効性を検証する。（図表 47、48） 

  

 
図表 47 アンケート用 Googleフォームとアンケート用紙 

 

確認項目 対象 確認事項（質問案） 

理解度差分検

証 

緊急着陸地点関

係者 

・今回の説明で、緊急着陸地点としての利用に合意しても良いと思いま

したか（はい、いいえ） 

・その理由（記述式） 

・緊急着陸地点の運用は平時/有事で役立つと感じたか（５段階評価） 

・その理由（記述式） 



 34 

・３D 地図で「ドローンの航路」を確認したことで、２D 地図よりも分か

りやすかったですか？（①３DMAP の方が分かりやすい②２DMAP の方が分

かりやすい） 

・３D 地図で 「緊急着陸地点の場所」を確認したことで、２D 地図より

も分かりやすかったですか？（①３DMAP の方が分かりやすい②２DMAP の

方が分かりやすい） 

・３D 地図で確認したことで、「 緊急着陸地点の必要性  」は２D 地図

よりも伝わりましたか？（①３DMAP の方が伝わった②２DMAP の方が伝わ

った） 

・３D 地図で確認したことで、 「  緊急着陸地点の平時活用 の利便

性」は２D 地図よりもイメージが湧きましたか？（①３DMAP の方がイメ

ージが湧いた②２DMAP の方がイメージが湧いた） 

・ドローンを活用した防災対策や平時での利活用は役立つと感じるか？

（５段階評価） 

・その理由（記述式） 

・すさみ町の防災対策で追加して欲しい施策を記述（記述式） 

・本実証は安心安全な町へ繋がる取組みと感じるか 

（10 段階評価） 

図表 48 アンケートからの確認項目 

 

4.3. 調査スケジュール 

実証業務の詳細スケジュールは以下の通り。（令和７年５月時点） 

 

図表 49 実証業務の詳細スケジュール 

 

実証実験に関する効果検証は以下の通り。 

実証 

項目 
検証項目 

検証 

方法 
目標 概要 
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実証① 

すさみ町と串本町にて、隣接区域にて津

波浸水による複数自治体またがる孤立地

区の把握における点検時間効率化と危険

作業低減 

従来手法との

比較 

インタビュー 

 

発災から把握

まで３時間以

上の効率化 

 

・従来手法：串本町地区の

津波浸水確認（津波警報解

除後に住民または自治体職

員の点検にて把握） 

・自治体職員インタビュー 

実証① 

自衛隊にて、海岸一帯を確認できる映像

から救命救助の依頼があった際、陸上と

空路の対応判断と安全対策検討の効率化 

映像確認 

インタビュー 

出動検討時間

短縮 

（１H 以上） 

・海上からの上陸可否判断 

・道路寸断情報の把握可否 

実証② 

自治体間データ共有方法における従来方

法と実証方法における効率化される工数

と時間 

従来手法との

比較 

２時間以上 

効率化 

・従来手法：ドローン点

検、点検データのアップロ

ード、自治体が DL、自治

体間の LGWAN で共有、デー

タ確認 

実証③ 

３DMAP を活用した緊急着陸地点合意形

成における２DMAP 活用と比較したドロ

ーン活用における理解度の比較検証 

インタビュー 

アンケート 

「３D の方が

理解しやす

い」と回答し

た者が全体の

60％以上 

・アンケート設問におい

て、「２D が理解しやす

い」「３D が理解しやす

い」「差分なし」の選択肢

を提示し、３D を選択した

回答者の割合を算出・評価

する 

実証③ 離着陸地点の合意数 アンケート ３か所以上 
・平時/有事に活用可能な

緊急着陸地点の整備 

図表 50 実証実験に関する効果検証まとめ 
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5. 実証調査結果 

5.1. 実証①及び実証②の調査結果 

実証①及び実証②の調査を、図表 51の通り実施した。 

計画 日時 場所 参加者 

３次元地図上での 

ドローン航路作成 

令和７年 

10 月 

すさみ町役場 

 

すさみ町役場 

コンソーシアム参加事業者 

ドローンによる近隣自治体

区域の点検津波浸水想定/沿

岸線の点検検証 

令和７年 

11 月 17 日・

18 日・19 日・

20 日・21 日・

12 月 15 日 

      

防災道の駅すさみ 

（遠隔制御・離発着地

点）・すさみ町役場 

すさみ町役場職員 

すさみ消防署職員 

コンソーシアム参加事業者 

串本町役場職員 

自衛隊和歌山地方協力本部 

合計：28 名 

ドローン点検映像のリアル

タイム配信検証 

令和７年 

11 月 19 日・

20 日・21 日 

道の駅すさみ 

すさみ町役場 

串本町役場 

すさみ町役場職員 

コンソーシアム参加事業者 

串本町役場職員 

合計：26 名 

ICT 防災訓練開催 

令和７年 

11 月 20 日 

      

道の駅すさみ 

すさみ町役場職員 

すさみ消防団職員 

コンソーシアム参加事業者 

串本町役場職員 

合計：26 名 

図表 51 実証①および②の調査実績 

 

●３次元地図上でのドローン航路を作成追加（令和７年 11月実施時） 

３次元地図上でのドローン航路作成は図表 52 の通り１航路と１エリアを追加した。 

空の道情報 有事点検航路 

航路目的地 道の駅すさみ～串本町和深海岸～道の駅すさみ 

航路形態 離陸地点から往復 

航路距離 約 11.0km 

航路速度 平均 10m/s（※途中ホバリング有） 

航路時間 約 23 分 

航路高度（対地高度） 100m 

結線 WP 有 

緊急着陸地点 ４か所 
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図表 52 ３次元地図上でのドローン航路作成結果 

 

追加作成した空の道全体図は以下に示す通り。追加のルートは防災道の駅すさみを離陸し、往路にて

沿岸区域を広域に俯瞰しながら串本町の和深海岸までの沿岸状況を最短で確認し、串本町の和深海岸の

津波浸水区域を確認後、防災道の駅すさみまで合計４か所の津波浸水区域の状況を詳細に確認する航路

となる。 
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●実証①②実施の様子（令和７年 11月 17日～21日実施時） 

防災道の駅すさみ会場および串本町役場会議室にて実施、コンソーシアム体制の主催者に加え、す

さみ町役場職員や串本町役場職員、自治体関係者合計 26 名が参加。実証①②の様子は、以下の通り。 
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●放送点検ドローンの遠隔操作運行におけるドローン航行実績詳細（図表 53） 

11月 19日から 21日にかけての３日間で、計 10回の飛行実証を実施した。19日は、カメラ角度、飛

行速度、ホバリング時間等の各種パラメータの最終調整を行ったうえで、20日午前には関係者および報

道機関が参加する ICT防災訓練を実施した。また、21日はリアルタイム映像配信について、当初予定し

ていた現地からの配信方法を変更し、屋内拠点からの配信により実施した。 

 

実績 航行ルート 日時 航行実績 

実証①② 
離着陸：防災道

の駅すさみ 

11 月 19 日 

１回目：19 日 10：00～10:23 23 分 00 秒 

２回目：19 日 11：00～11:23 23 分 00 秒 

３回目：19 日 13：33～13:56 23 分 00 秒 

４回目：19 日 14：40～15：03 23 分 00 秒 

５回目：19 日 15：42～16：05 23 分 00 秒 

11 月 20 日 

６回目：20 日 10：00～10:22 22 分 00 秒 

７回目：20 日 11：00～11:22 22 分 00 秒 

８回目：20 日 14：16～14:38 22 分 00 秒 

11 月 21 日 
９回目：21 日 09：00～09：22 22 分 00 秒 

10 回目：21 日 09：30～09：52 22 分 00 秒 

図表 53 ドローン航行実績（令和７年 11月 19日～21日） 

 

●ドローン点検映像のリアルタイム配信システムによるリアルタイム配信確認の流れ（図表 54） 
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図表 54 リアルタイム配信システムによるリアルタイム配信確認の流れ 

 

●ドローン点検映像のリアルタイム配信システムでのリアルタイム配信実施の様子（令和７年 11月

20日実施時） 

すさみ町 ICT 防災訓練においては、道の駅すさみに設置された大型モニターへの映像投影を実施す

るとともに、串本町役場においても会議室内で配信映像を視聴できる環境を構築した。また、参加

者が各自のスマートフォン等からも映像を確認できるよう、ドローン点検映像のリアルタイム配信

システムにおいて当日のリアルタイム配信を視聴可能とする専用アカウントを発行し、参加者に付

与したうえで視聴を促した。 
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●自衛隊職員によるアーカイブ動画確認およびインタビューの様子（令和７年 12月 15日実施時） 

ICT 防災訓練実施日に参加出来なかった自衛隊職員に、後日すさみ町役場にてアーカイブ動画を確認

して頂き、インタビューに回答頂きました。 

 

 

 

●仮説の検証に向けた調査結果 

実証①として「ドローンによる近隣自治体区域の点検津波浸水想定/沿岸線の点検検証」において、隣

接する近隣自治体（すさみ町、串本町）の津波浸水区域４か所の点検、自衛隊が想定する沿岸線の点検、

を実施し、近隣自治体区域の点検、関係者、自衛隊に必要となる沿岸部追加データ取得、が可能かを検

証した。 

４か所（串本町２か所、すさみ町２か所）の津波浸水想定区域において、各地点で約５秒間ホバリン

グし、カメラにより状況を確認した結果、４か所すべてにおいて津波浸水状況を１時間程度で把握した
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（映像については図 56を参照）。従来、串本町和深地区における津波浸水状況の確認は、津波警報解

除後に自治体職員が車と徒歩で災害状況を確認しながら現地に赴き、目視により状況を把握していたた

め、発災から確認までに３時間以上を要す見込みであった。（串本町消防防災センター拠点、和深地区

まで 20㎞あり、平時の移動時間は車で約 30分、徒歩だと約４時間かかります。災害発生時の想定とし

て警報解除まで約２時間、準備時間約 30分、災害時の移動は徒歩と車両を組み合わせて約 1時間以上

とし、合計で約３時間 30分と仮定致しました）また、現地へ赴く必要があることから、安全確保を十

分に行ったうえで確認作業を実施する必要があった。今回の取り組みにより、ドローン搭載カメラを用

いて遠隔地からリアルタイムに映像を確認することで、発災から最短約 40分（図表 57参照）で状況把

握が可能となり、発災から現状確認までの時間を概ね３時間以上短縮できることが確認された。 

実証②として「ドローン点検映像のリアルタイム配信検証」において、ドローンで撮影した映像は、

ドローン点検映像のリアルタイム配信システム上で配信され、すさみ町および串本町の自治体とのリア

ルタイムな映像共有を通じて、広域連携に向けた実運用の有効性を検証した。 

リアルタイム配信の開始前には、登録者に対し LINE を用いて配信開始予定の連絡を行い、事前周知を

実施した。その後、ドローンは道の駅すさみから離陸し、まず串本町和深海岸までの沿岸線一帯の点検

を実施し、復路において４か所（串本町２か所、すさみ町２か所）の津波浸水想定区域で約５秒間ホバ

リングし、カメラにより状況を確認した。ドローン飛行時のカメラ映像は、ドローン点検映像のリアル

タイム配信システム上でリアルタイムに確認することが可能であり、津波浸水ポイント①では、LINE で

の連絡を受けてから最短約 10 分後には現地状況の把握が可能となった。また、リアルタイムで視聴で

きない場合であっても、アーカイブ映像を随時確認できるため、役場職員が情報を必要とする時点で即

時に確認することが可能であった。一方、従来の自治体間データ共有方法（LGWAN 経由）では、ドロー

ン点検後に今回実証における映像データ 80Mbyte 程をアップロードし、自治体担当者へ電話またはメー

ルにて連絡した後、共有元自治体がデータをダウンロードし、LGWAN を介して共有先自治体へ送付する

必要がある。さらに、共有先自治体へ電話またはメールで共有完了を通知した後、ようやくデータ確認

が可能となるなど、一連のプロセスで概ね２～３時間程度を要していた。今回のリアルタイム配信方式

により、従来手法と比較して１時間以上の時間短縮および作業工数の大幅な効率化が図られた。 

 

●津波浸水区域確認希望エリアにてドローンカメラからの道路の被災状況映像 

ドローンにて取得した映像について、左から各ポイントの 2D地図上の津波浸水想定図とドローン映

像における津波浸水想定エリア、ドローン映像を図表 56に記載する。また国道 42号線の浸水区域を赤

枠で囲む。 
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図表 55 実証①及び実証②に関する津波浸水確認エリア 

 

 

図表 56 津波浸水地区確認希望エリアのドローン映像 

 

●津波浸水区域確認希望エリアにてホバリングカメラからの道路の被災状況映像確認 

離着陸 Point 
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ドローン離陸後、検証区域への到達時間を計測、またエリア内の道路が冠水していないか、車両通

行道路幅確保できているかの状況確認を行うための映像データに欠損がないか、検証区域全域が映像で

確認できたかを計測した結果を下記に示す。欠損データの状況は「〇：欠損データ無し、×：一部欠損

データ有り、×：大部分に欠損有り」にて評価、検証区域カバーについては「〇：全域が確認できた、

△：一部区域が確認できなかった、×：全域が確認できなかった」の 3段階で評価を行った。また備考

欄には、実施した対応内容を記載する。（図表 57） 

点検ドローン 項目 ポイント１ ポイント２ ポイント３ ポイント４ 備考 

１回目 

 

状況確認 

到着時間 09 分 31 秒 11 分 57 秒 14 分 30 秒 19 分 21 秒 
・ホバリング位置を

海側へ微修正 

・カメラ角度調整 

映像データ

欠損 
〇 〇 〇 〇 

検証区域 

カバー 
△ △ △ △ 

２回目 

 

状況確認 

時間 09 分 31 秒 11 分 57 秒 14 分 30 秒 19 分 21 秒 

・ホバリング地点で

の回転速度（角速

度）調整 

映像データ 〇 〇 〇 〇 

検証区域 

カバー 
△ 〇 〇 △ 

３回目 

 

状況確認 

時間 09 分 31 秒 11 分 57 秒 14 分 30 秒 19 分 21 秒 

 

映像データ 〇 〇 〇 〇 

検証区域 

カバー 
〇 〇 〇 〇 

４回目 

 

状況確認 

時間 09 分 31 秒 11 分 57 秒 14 分 30 秒 19 分 21 秒 

 

映像データ 〇 〇 〇 〇 

検証区域 

カバー 
〇 〇 〇 〇 

５回目 

 

状況確認 

時間 09 分 17 秒 11 分 44 秒 14 分 08 秒 19 分 11 秒 

 



 46 

映像データ 〇 〇 〇 〇 

検証区域 

カバー 
〇 〇 〇 〇 

６回目 

 

状況確認 

時間 09 分 17 秒 11 分 40 秒 14 分 06 秒 19 分 10 秒 

 

映像データ 〇 〇 〇 〇 

検証区域 

カバー 
〇 〇 〇 〇 

７回目 

 

状況確認 

時間 09 分 22 秒 11 分 45 秒 14 分 11 秒 19 分 15 秒 

・当日の天候が良好

であり、午前中に県

庁や串本町、地元住

民、消防団に対して

メディア撮影のもと

機材を長時間使用し

て説明していた為、

リアルタイム配信用

PC が、発熱で一時フ

リーズした 

映像データ 〇 〇 〇 〇 

検証区域 

カバー 
〇 〇 〇 〇 

８回目 

 

状況確認 

時間 09 分 22 秒 11 分 45 秒 14 分 11 秒 19 分 15 秒 

 

映像データ 〇 〇 〇 〇 

検証区域 

カバー 
〇 〇 〇 〇 

９回目 

 

状況確認 

時間 09 分 31 秒 11 分 55 秒 14 分 18 秒 19 分 20 秒 

・リアルタイム配信

の場所を屋外から屋

内に変更 

映像データ 〇 〇 〇 〇 

検証区域 

カバー 
〇 〇 〇 〇 

10 回目 

 

状況確認 

時間 09 分 29 秒 11 分 55 秒 14 分 18 秒 19 分 21 秒 

・リアルタイム配信

の場所を屋外から屋

内に変更 

映像データ 〇 〇 〇 〇 
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図表 57 離陸から状況確認時間/道路冠水状況確認結果 

 

想定外事象 想定外事象の発生状況 
想定外事項の 

回避可否 
対策案 

リアルタイム配信

用のパソコンが発

熱のためフリーズ

し、一部映像断が

発生した 

・実証実験のため、ドローン操縦者とコ

ミュニケーションが即時取れるように、

屋外のドローン操縦エリアにて無線を使

用して、配信を行っていた。当日の天候

が良好であり、午前中に県庁や串本町、

地元住民、消防団に対してメディア撮影

のもと機材を長時間使用して説明してい

た為配信用のパソコンが発熱し、パソコ

ンが一時フリーズしてしまい、リアルタ

イム配信が一時断してしまった  

可能 

・配信環境は現地である必

要がないので、屋内の冷却

設備が整っており、通信が

安定している環境で実施す

ることで対応 

津波浸水区域の確

認時に、対象エリ

アがカメラ内に全

て映らない事象が

発生した 

・津波浸水区域を、ドローンカメラで撮

影した際に、カメラの画角内に確認箇所

が外れていた 

・全体を確認できるように、カメラを左

右に向きを移動させた際に、速度が速す

ぎて一部映像確認が困難になった 

可能 

・ドローンカメラの上下角

度を調整 

・確認地点でドローンがホ

バリングした際に、ドロー

ンの回転速度を遅くする事

で、全体が確認できるよう

にする 

図表 58 想定外事象とその原因 

 

●実証①②のアンケートおよびインタビュー調査結果 

実証実験①②参加者へのアンケート（23 名）およびインタビュー（９名）からの調査結果まとめを示

す。（図表 59、60） 

検証項目 
質問 

（選択項目） 

結果 

（判定

基準） 

補足情報・コメントなど 

リアルタイム

配信 

防災観光ポータル（すさみしる

べ）で、ドローンからの映像をリ

アルタイムで確認できましたか？ 

（リアルタイム・アーカイブ） 

91.3% 
リアル
タイム 

 

津波浸水確認 

ドローンによる道路の冠水状況の

確認映像は明瞭で、映像データに

欠損などは無かったですか？ 

（はい・いいえ） 

87.0% 
はい 

・リアルタイムで視聴する際に想像よりも鮮明

な画像であった 

・画像が荒く感じた 

・パソコンのスペック等により、画面がみえな

くなることがあった 

・もう少し近いほうが確認しやすいと感じまし

た。 

津波浸水確認 

ドローンを活用した沿岸部の広域

な災害状況確認は、役立つと感じ

ましたか？（往路） 

95.7% 
4 以上 

 

検証区域 

カバー 
〇 〇 〇 〇 
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（5 段階） 

津波浸水確認 

ドローンを使った津波浸水地域点

検は、災害対策として役立つと感

じましたか？（復路） 

（5 段階） 

95.7% 
4 以上 

 

リアルタイム

配信 

ドローンによるライブ配信にて、

津波浸水状況は確認可能と感じま

したか？ 

（5 段階） 

95.7% 
4 以上 

・可能だと思います。ただ、映像と地図を見比

べても地元の人以外はどこの映像か分からない

ように思いました。 

・可能。ただし、位置情報は必須 

防災意識 

今回の実証実験の取り組みは、防

災対策に繋がっていると感じまし

たか？ 

（5 段階） 

100% 
4 以上 

 

防災意識 

説明会や実証実験を通じて、防災

意識が向上しましたか？ 

（5 段階） 

87.0% 
4 以上 

 

防災意識 

今回の参加をきっかけに、防災対

策を新たに実施しようと思います

か？ 

（はい・いいえ・既に行ってい

る） 

100% 
はい・
既に 

 

防災意識 

すさみ町または串本町在住の方は

お答えください、すさみ町や串本

町の防災対策で追加してほしいこ

とがあれば教えてください 

（記述式） 

回答あ
り 

・主幹道路である国道４２号線が海岸沿いに位

置しているため、市町村を飛び越えた状況把握

が出来るため有益であると考えます、今後は各

市町村がそれぞれドローンを所有し、市町村の

枠を超えて情報共有が出来ればと思います 

防災意識 

本実証は「安心・安全な地域づく

り」に繋がると感じましたか？ 

（10 段階評価） 

73.8% 
8 以上 

 

図表 59 実証①②アンケート結果まとめ 

 

意見発信者 意見内容 

串本町役場 

職員 

問：ドローンからの映像は、津波浸水状況の確認や、道路寸断情報の把握などに活用可能

か？ 

・活用可能であると考えます。単独の市町村での把握より、市町村を超えた情報把握、共

有に有益である 

・映像受手の問題もあるかと思いますが、大型モニターでももう少し映像が鮮明になれば

良いと思いました。津波が押し寄せているライブ映像をもとに住民に避難を呼びかけるこ

とも可能だと思います。 

・活用可能であると思います。国道 42 号と高速道路の両方が確認できたら、さらに良い

と感じました。 

 

串本町役場 

職員 

問：複数自治体にまたがる孤立地区の発災から現状把握まで、従来手法との比較において

点検時間効率化や危険作業低減の効果はあるか？ 

・災害（特に地震、津波）発生し、大津波警報が発表されれば、注意報に切り替わるま

で、2 日程度はかかると思われるため、救助および被害状況の把握のためにも、空から情

報を得られる事で、安全性の向上にも繋がる 
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・ドローンを近くに寄せて道路、橋の見た目が分かる寸断の有無などが従来よりも迅速に

把握することが可能になると思います。孤立地区の情報把握のためには、事前の航路設定

を入念に行う必要があると感じました。また飛行可能時間の制限があるので、複数回に分

けてドローンを運航させる必要があると思います。 

・人が行くことができない可能性がある場所でも効率的に映像で現場確認できる。孤立集

落と無線機等で通信できない場合でも、上空から SOS 等を確認できる可能性がある。 

 

串本町役場 

職員 

問：自治体間の情報共有において、従来手法と比較して工数と時間が削減可能か？ 

・相互に情報共有出来るため、現地に行って確認する場合と比べ、安全面・時間が削減で

きる 

・アーカイブを使うことで、自治体間の情報共有が容易にできると思います。自治体間だ

けでなく、国との情報共有が効率的に行えると思います。 

・実際に目視で確認できるので、自治体間の電話等での情報共有よりも効率的で、誤った

情報共有もされにくいと感じる。 

 

串本町役場 

職員 

問：ドローンからの映像データを活用するうえでの課題 

・各自治体で所有するドローンを飛行させた場合の情報共有システム構築するに当たっ

て、より広域化を実現させるために共通認識を図っていくこと 

・暗視カメラの映像の場合にどれ位の被害状況を把握できるか事前に把握しておく必要が

ある。 

・インターネット利用環境の準備が必要。映像出力のためのモニター等の媒体、電源の確

保が必要（大画面で確認する場合） 

すさみ町 

職員 

問：ドローンからの映像は、津波浸水状況の確認や、道路寸断情報の把握などに活用可能

か？ 

・従前からの取組の結果と同じく、緊急輸送道路は災害発生後の人命救助や復興・復旧に

向けた重要なインフラであり、津波による寸断の可能性はすさみ町内だけでなく広域で状

況を理解する必要があるため、非常に活用可能であると感じた。 

 

すさみ町 

職員 

問：複数自治体にまたがる孤立地区の発災から現状把握まで、従来手法との比較において

点検時間効率化や危険作業低減の効果はあるか？ 

・今後、紀勢自動車道がすさみ町から串本町へ延長されることが見込まれている。現行の

整備計画では、上り方向（串本町方面からすさみ町方面）において、すさみ南 IC での流

出ができず、すさみ ICまで走行する必要がある。このため、すさみ IC→和深 IC間での沿

岸部の国道 42 号線の緊急輸送道路の利用可否は孤立避難所発生有無及び物資輸送可否の

把握が両町では必須である。 

また、下り方向（すさみ町方面から串本町方面）においても、すさみ南 IC から和深 IC に

至る区間では、同様に沿岸部の国道 42 号線の利用可否が、孤立地域の発生状況や物資輸

送の可否に直結する重要な判断材料となる。このような背景から、当該区間における被害

状況を迅速かつ安全に把握する手段として、ドローンを活用した点検は有効であり、点検

時間の効率化や危険作業の低減といった効果が、すさみ町および串本町の両町において期

待される。 

 

すさみ町 

職員 

問：自治体間の情報共有において、従来手法と比較して工数と時間が削減可能か？ 

・大容量のデータ共有を想定していたため、より素早い共有が「すさみしるべ」上で実現

され、担当者の負荷も下がると考える。 

すさみ町 

職員 

問：ドローンからの映像データを活用するうえでの課題 

・各自治体で所有するドローンを飛行させた場合の情報共有システム構築するに当たっ

て、より広域化を実現させるために共通認識を図っていくこと 
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和歌山県庁 

職員 

問：ドローンからの映像は、津波浸水状況の確認や、道路寸断情報の把握などに活用可能

か？ 

・可能だと思います。ただ、映像と地図を見比べても地元の人以外はどこの映像か分から

ないように思いました。 

・可能。ただし、位置情報は必須 

和歌山県庁 

職員 

問：複数自治体にまたがる孤立地区の発災から現状把握まで、従来手法との比較において

点検時間効率化や危険作業低減の効果はあるか？ 

・自治体が異なるという理由で把握が遅くなっていた地域などには効果があると思う 

・点検時間効率化、危険低減の効果はあると考える 

和歌山県庁 

職員 

問：自治体間の情報共有において、従来手法と比較して工数と時間が削減可能か？ 

・可能と思われる。一自治体がそれぞれで情報を把握するより様々な面で効果的 

和歌山県庁 

職員 

問：ドローンからの映像データを活用するうえでの課題 

・夜間、荒天時にどれだけクリアな映像を共有できるか 

・コストや通信できない場合の対応が気になります。あとはどこまで自動化できるかだと

思います。 

・リアルタイム伝送がいかにできるか、パソコン等のスペック 

・データ活用を自治体がする場合、機器スペック、扱える人材の確保、育成が可能。有事

の際だけでなく、平時の際の活用方法も問われる 

自衛隊 

職員 

問：ドローンからの映像は、海上からの上陸可否判断や、道路寸断情報の把握などにどの

程度活用可能か？ 

・海上からの上陸判断は小型船の着岸可否確認に活用できる。すさみ町、串本町近辺は岩

礁エリアのため、大型船舶は着岸が難しい。そのため、大型船舶が沖に停泊し荷物を持っ

た小型船舶が着岸するため、障害物や着岸後の物資輸送道路（国道 42 号を想定）の状況

把握を事前に出来ることで、検討の効率が上がる。 

・道路寸断に関しても確認が可能であったが、実際の災害時はより低空からの接近した映

像や、特定の建物や障害物があれば 360°方向から確認したい、といった要望があると考

えられる。そのため全体航行に加えて、個別確認の航行も可能になると活用範囲が広がる

と考える。 

自衛隊 

職員 

問：救助要請があった場合、従来の確認手法と比較し、出動時間をどのくらい短縮する事

が可能か？ 

・仮に事前のドローン点検映像が無くとも着岸できた場合には、ドローン映像を見る時間

の差分しか短縮できない。 

・着岸できずに別の場所を探す場合は、着岸想定ポイントの近くに着岸可能箇所が見つか

らなければ一度船舶が引き返すこととなる。その場合は、あまりケースとしては多くない

が、上陸が遅れてしまう。 

・一方で、ドローン映像を確認しても、自治体の強い要望や救命救助等であれば困難な状

況とわかっていても上陸のトライをすることになる（自治体等の要望に最大限答える必要

が自衛隊にある） 

・平時の段階から紀伊半島は海の透明度が高いので、事前に海の浅いところの映像データ

を取得しておくことで、津波後に船や木材や車等が引っ掛かりそうな場所（津波で流され

たもの）の特定をしてくことができるのではないか。故人の捜索は、遺族の強い想いから

継続的に実施していくが、災害から月日が経った後でも、こういった捜索にドローンは活

用できる可能性がある。 
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自衛隊 

職員 

問：ドローンからの映像データを活用するうえでの課題 

・一律の航路からの映像データは初期には役に立つ。災害発生後おおよそ 72時間を境に
時間が経てばたつほど、点検箇所や点検内容が個別かつピンポイントな要望になってくる

ことが想定されるため柔軟な航行も検討して欲しい。 

・映像の画質が大画面でみると悪く感じたので、拡大しても状況がわかるような改善（ズ

ーム機能、高度を下げて近づく）といった対応も必要になると感じた 

図表 60 有識者インタビュー結果 

 

5.2. 実証③の調査結果 

実証③の調査を、図表 61の通り実施した。 

計画 日時 場所 参加者 

緊急着陸地点の 

候補地検討・現地確認 

令和７年８月 21

日～９月 30 日 

すさみ町内 

コンソーシアム事業者 

作業環境 

すさみ町役場 

コンソーシアム参加事業者 

３次元地図上での 

ドローン航路案作成 

令和７年 

10 月３日～10 月

24 日 

すさみ町役場 

コンソーシアム事業者 

作業環境 

すさみ町役場 

コンソーシアム参加事業者 

地権者交渉に向けた 

説明資料の作成 

令和７年 

10 月９日～10 月

31 日 

すさみ町役場 

コンソーシアム事業者 

作業環境 

すさみ町役場 

コンソーシアム参加事業者 

地権者交渉の実施 
令和７年 

11 月３日～11 日 
すさみ町内 

すさみ町役場職員（１名） 

コンソーシアム参加事業者（２名） 

地権者様（６名） 

図表 61 実証③の調査実績 

 

●緊急着陸地点の候補地検討・現地確認 

災害時のドローンの安全な緊急着陸を確保するため、PLATEAUを活用した机上検討により想定航路に

沿って約１km間隔で緊急着陸候補地を選定した。さらに、現地確認を通じて、飛行に影響を及ぼす障害

物の有無や、安全な離発着が可能な空間の確保状況について確認を行った。 
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●３次元地図上でのドローン航路及び緊急着陸地点の追加（令和７年 11月実施時） 

３DMAPを活用した緊急着陸地点合意形成における２DMAP活用と比較したドローン活用における理解度

の比較検証を行うため、説明に使用をする MAPを２D、３Dのそれぞれで作成した。 

３次元地図上でのドローン航路及び緊急着陸地点は図 62、63の通り 

 

図表 62 実証③にて地権者向けに示した２DMAP（一例） 
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図表 63 実証③にて地権者向けに示した３DMAP（一例） 

 

 

●地権者交渉に向けた資料作成 

地権者交渉にて使用をした資料は図表 64の通り 
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図表 64 緊急着陸地点の役割および必要性説明資料 

 

●地権者交渉の実施（令和７年 11月５日～11日） 

地権者交渉では、緊急着陸地点としての利用許諾に関する説明、２DMAPを使用した緊急着陸地点の説

明、３DMAPを使用した緊急着陸地点の説明、アンケート収集の流れで行った。 
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●仮説検証に向けた調査結果 

実証③「３DMAPにおける緊急着陸地点/平時物流拠点の表示」においては、地権者に対して説明した

後、緊急着陸地点の関係者に対し、ドローン活用に関する具体的なイメージが湧いたかどうか、また、

３DMAPを活用した緊急着陸地点の合意形成が、２DMAPを用いた場合と比較してどのように理解度に影

響を与えたか、６名にアンケートを収集した。結果として、６名中６名が緊急着陸地点としての利用に

合意した。一方、アンケートの自由記述や理解度比較の結果からは、緊急着陸地点の在り方や説明手法

に関して、合意形成に向けて今後整理すべき点も明らかとなった。 

 

まず、３DMAPを用いた説明は、ドローン航路や周辺地形との位置関係を立体的に把握できることか

ら、緊急着陸地点の必要性については６名全員が「３Dの方が理解しやすい」と回答しており、２DMAP 

よりも高い効果を示した。一方で、緊急着陸地点の位置の把握については、２名が「２Dの方が分かり

やすい」と回答している。これは、２D表示の俯瞰性の方が広域の位置関係を直感的に確認しやすいと

いう特性が影響したものと推察され、３DMAPで説明をする際に、ドローン航路と緊急着陸地点の位置関

係を直感的に理解しやすくなるような見せ方をすることで、理解をさらに促進できる可能性が示唆され

た。また、３DMAPは情報量が多いという利点がある反面、視点移動・拡大縮小・回転等の操作が難し

く、「自分で操作しようとすると目的の位置や視点へすぐに合わせられない」という意見があった。 

図表 65 にアンケート結果のまとめを示す。 

検証項目 質問 結果(n=６) KPI 補足情報・コメントなど 

緊急着陸地点

利用の合意 

今回の説明で、緊急着陸地点

としての利用に合意しても良

いと思いましたか 

（はい/いいえ） 

 

６か所合意 

（100%） 

３か所以上 

・ドローン活用をすさみ町として進

めるなら、住民利便性向上にもつな

がるので、空地になっている場所の
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活用で協力してもよいと感じたか

ら。 

緊急着陸地点

の有効性 

緊急着陸地点の運用は平時/有

事で役立つと感じましたか 

（５段階評価） 

100% 

（４以上） 
- 

・こういった場所を事前に設定する

準備は大切だと思う。その代わり草

刈りの手入れや離着陸の周知など課

題もあると感じる。 

３DMAP の 

有効性 

３D 地図で「ドローンの航路」

を確認したことで、２D 地図よ

りも分かりやすかったですか 

（はい/いいえ） 

100% 

３DMAP の有

効性全体で

60%以上 

・３D だと航路が建物や地形の“ど

の高さ”を通るのかが分かりやす

く、２D よりも飛行のイメージが描

きやすかった。 

・３D で確認すると、建物との距離

や地上物との離隔が立体的に分か

り、ドローンが安全に飛べる航路だ

と実感しやすかった。 

３D 地図で 「緊急着陸地点の

場所」を確認したことで、２D

地図よりも分かりやすかった

ですか 

（はい/いいえ） 

67% 

・普段は平面の地図しか使わないた

め、３D だと立体的で分かりやすい

部分もある一方、見慣れている２D

と視点が異なる形で見せられると、

最初は位置関係がつかみにくく、緊

急着陸ポイントの場所を把握するま

で少し時間がかかった。 

・自分で操作しようとすると目的の

位置や視点へすぐに合わせられな

く、３DMAP の操作は説明者側のスキ

ルに依存すると感じた。 

３D 地図で確認したことで、

「 緊急着陸地点の必要性」は

２D 地図よりも伝わりましたか 

（はい/いいえ） 

100% 

・津波が来たときに上空から早く状

況を確認する必要性がよく分かり、

緊急着陸地点を事前に決めておく重

要性を強く実感した。 

・３D で見たことで、地元の地形的

な特徴を踏まえながら“ここに降り

るのが一番安全”というのが視覚的

に伝わってきた。 

３D 地図で確認したこと

で、 「緊急着陸地点の平時活

用 の利便性」は２D 地図より

もイメージが湧きましたか 

（はい/いいえ） 

100% 

・平時の物流ルートのイメージがし

やすく、どこを通って物資を運ぶの

かが立体的に理解できた。 

・日常の見回りや道路確認にも使え

ると感じた。３D であれば、実際の

高さや見え方がそのまま反映されて

いて分かりやすい。 

ドローンの 

有効性 

ドローンを活用した防災対策

や平時での利活用は役立つと

感じるか 

（５段階評価） 

83.3% 

（４以上） 
- 

・人手不足への対策、危険作業の低

減につながると考える。 

・まだ具体的な平時のドローン活用

イメージが掴めていない。 

防災意識 

今回の取組を通じて「安心・

安全な町づくり」に繋がると

感じましたか 

（10 段階評価） 

83.3% 

（８以上） 
- 

 

図表 65 実証③のアンケート結果 
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5.3. 分析・考察 

5.3.1. 実証①の調査結果分析と考察 

実証①では、図表 19に示した仮説①「南海トラフ津波等の大規模災害により、複数自治体にまたがる

孤立地区が発生した場合において、防災道の駅に配備した点検・放送ドローンを活用することで、発災

から現地状況把握までの時間を３時間以上効率化し、併せて危険作業を低減できるか」を検証した。本

実証では、すさみ町および串本町に連続する沿岸部の津波浸水想定区域４か所を対象に、ドローンによ

る広域点検を実施し、自治体および自衛隊が想定する応急対応における有効性を検証した。また併せ

て、自衛隊が救命救助活動を実施する際に必要となる上陸可否判断や道路寸断状況の把握について、ド

ローン映像の早期共有が出動検討時間の１時間以上の短縮につながるかを確認することを検証した。 

従来、串本町和深地区を含む沿岸部の津波浸水状況の把握は、津波警報解除後に住民または自治体職

員が現地へ赴き、目視により状況確認を行う方法が一般的であり、発災から把握までに少なくとも３時

間以上（警報解除約２時間、準備時間約 30分、災害時の移動難を考慮し移動時間を１時間とし、合計

約３時間 30分と仮定）を要することが想定されていた。さらに、地震・津波発生直後の現地は余震や

二次災害のリスクが高く、職員が危険区域へ立ち入らざるを得ない点が大きな課題となっていた。 

これに対し、本実証では、防災道の駅すさみを離陸地点とした点検・放送ドローンが、すさみ町から

串本町和深海岸までの沿岸線を広域に飛行し、復路において４か所の津波浸水想定区域でホバリングに

よる詳細確認を実施した。その結果、ドローン離陸後、最短で約十分後には和深地区の状況把握が可能

となり、４か所全体の浸水状況についても発災から約 40分で把握を完了することができた。このこと

から、従来手法と比較して概ね３時間以上の効率化が実現しており、図表 50に示した「発災から把握

まで３時間以上の効率化」という目標値を概ね満たす結果が得られたと評価できる。 

また、取得された映像については、10回の飛行すべてにおいて大きな欠損は確認されず、道路の冠水

有無や通行可能幅の確認においても十分な判別性を有していた。初期の飛行においてはホバリング位置

やカメラ角度の微調整が必要となったものの、運用を重ねることで検証区域全体を安定して把握できる

状態に改善されており、広域点検における映像取得手法として実運用に耐えうる水準に到達しているこ

とが確認された。一方で、複数の自治体職員および和歌山県庁職員からは、ドローン映像の有効性を評

価する意見と併せて、「映像がどの地点を撮影しているのかが直感的に分かることが重要である」との

指摘が複数挙げられた。特に、広域連携の立場で映像を確認する場合や、地元の地理に不慣れな職員が

判断を行う場合には、カメラ映像単体では位置関係や撮影方向の把握に時間を要する場面があることが

明らかとなった。この点について、本実証で使用したドローンおよび遠隔操縦システムでは、ドローン

の現在位置、高度、航路情報、ドローンの向き（＝撮影方向）といった位置情報自体は既にデータとし

て取得できており、遠隔操縦システム上では地図表示による確認が可能となっている。（図表 66）しか

しながら、これらの位置情報は主に操縦者や運航管理者向けの表示に留まっており、自治体職員や自衛

隊職員など、現地判断を行う関係者が同じ情報を直感的に共有できる形では提示されていない。このた

め、実運用を想定した場合には、ドローン映像と位置情報をどのように結び付け、関係者に分かりやす

く共有するかが、今後の重要な課題として整理される。 
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図表 66 遠隔操縦システム上での地図表示画面 

 

さらに、本実証では自治体職員に加え、自衛隊職員へのインタビューを通じて、実運用を想定した評

価が得られた点が過年度実証からの大きな進展である。自衛隊からは、すさみ町、串本町近辺は岩礁エ

リアのため、大型船舶は着岸が難しい。そのため、大型船舶が沖に停泊し荷物を持った小型船舶が着岸

するため、障害物や着岸後の物資輸送道路（国道 42号を想定）の状況把握が事前に出来ることで、検

討の効率が上がる、着岸できずに別の場所を探す場合は、着岸想定ポイントの近くに着岸可能箇所が見

つからなければ一度船舶が引き返すこととなる。その場合は、あまりケースとしては多くないが、半日

程度の到着遅延が発生してしまう、さらに事前に海域の浅瀬や障害物の状況を把握できていれば、津波

後に流入した漂流物の有無を推定しやすくなり、着岸判断や物資輸送計画の検討効率が向上する可能性

があるなどの意見も示された。これらの知見は、図表 50に示された「出動検討時間１時間以上短縮」

という目標を、単なる時間短縮効果にとどまらず、判断の質的向上という観点から補強するものといえ

る。一方で、自衛隊からは、災害発生後の時間経過に伴い、必要とされる点検内容が一律航路による俯

瞰確認から、より低高度かつピンポイントな確認へと変化していく可能性も示唆された。このことか

ら、初動段階では広域点検航路が有効である一方、状況の進展に応じて柔軟な航行や個別確認が求めら

れることが明らかとなり、今後の運用設計における重要な示唆が得られた。 

以上を総合すると、実証①は、仮説①で掲げた「発災から把握まで３時間以上の効率化」および「危

険作業の低減」を十分に達成したと評価できる。特に、複数自治体にまたがる沿岸部の状況を短時間で

把握し、自治体と自衛隊が共通の映像情報を基に応急対応を検討できる環境を構築できた点は、過年度

実証を発展させた成果である。また、過年度実証では顕在化していなかった「位置情報の共有方法が実

運用上の鍵となる」という重要な知見も整理された、ドローンの位置情報自体は既に取得・表示可能な

段階に到達していることから、今後はこれらの情報を、自治体職員や自衛隊職員を含む関係者が共通認

識として把握できる形で共有・可視化する仕組みを整備することや、夜間や荒天時の点検手法の検討、

柔軟な航行パターンの整理を進めることで、実装段階に向けた運用モデルの高度化が期待される。 
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実証①から得られた、今後の実装に向けた主な課題とその対策案は、以下の３点である。 

課題①：災害発生後おおよそ 72時間を境に時間が経てばたつほど、必要とされる点検内容が一律航路に

よる俯瞰確認から、より低高度かつピンポイントな確認へと変化していく可能性があり、災害初動後の

状況変化に応じた柔軟な航行方法の確立が必要となる。 

対策案①：災害発生後の被害状況や確認優先度に応じて、AI が確認すべき箇所を判断し、ドローン航路

を再検討する事で運行管理者の業務低減を行う仕組みの検討を進める。これにより、一律の航路による

点検に加え、状況に応じた重点的な確認を可能とし、災害初動から復旧・復興段階に至るまで、効率的

かつ柔軟なドローン運用の高度化を図る。 

課題②：ドローンの位置情報は既に取得され、遠隔操縦システム上で表示可能である一方、映像と位置

関係を自治体職員等の関係者に分かりやすく共有する仕組みについては、今後の検討課題である。特

に、広域連携においては、地元以外の職員でも撮影地点を直感的に把握できる可視化手法が求められ

る。 

対策案②：一画面に、ドローンからの映像と位置情報を表示させ、リアルタイム配信システムで可視化

させる事で、自治体職員等の関係者に分かりやすく共有する、また機体の向きについても方角を表示さ

せる事で、カメラが向いている方向も確認可能とすることで対策可能である。現状の防災観光ポータル

「すさみしるべ」の機能にて対応可能であることから、この対策通り実行する。（図表 67） 

 

図表 67 ドローンカメラ映像とドローン位置情報および撮影方向表示画面イメージ 

 

課題③：今回、ドローンの可視光カメラでの映像が広域点検における映像取得手法として実運用に耐え

うる水準に到達していることが確認された事で、夜間や荒天時においてもドローンを活用した状況確認

を行いたいという要望があがった、現状荒天時のドローン飛行は不可であり、夜間に可視光カメラを使

用しても限定的な映像しか撮影できず運用は困難であることが考えられるため、夜間・荒天時でドロー

ンが使用できない場合の点検方法の検討が必要である。 
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対策案③：ドローンによる点検に加え、デジタルツインや衛星画像を活用した被災状況確認手法を別途

整備し、災害規模や現地状況に応じて使い分ける運用の検討を進める。これにより、ドローンが飛行で

きない場合や広域的な把握が必要な場合においても、代替手段を確保し、複数の手法を組み合わせた多

層的な被害把握体制の構築を目指す。  

仮説①への分析・考察については、以下の図表 68及び 69の通り。 

実証したい 

仮説① 

防災道の駅に実装予定の点検・放送ドローン機体がすさみ町の点検ルートから隣接町の津波

浸水地域の点検を実施。近隣自治体区域の点検、津波浸水想定箇所と合わせ沿岸線の点検の

有効性を、すさみ町、近隣自治体、自衛隊にて、応急対応の効率化及び早期の復興へ移行す

ることが可能であるか検証 

新規に用いた

手法 

防災道の駅すさみを起点とした点検・放送ドローンを活用し、すさみ町および串本町に連続

する津波浸水想定区域および沿岸線を対象に、事前に３次元地図（PLATEAU）を用いて航路を

設計し、往路で沿岸線の俯瞰点検、復路で津波浸水想定区域４か所のホバリング点検を行

い、行政区域を越えた広域点検を実施 

実証した手法

から見込める

成果 

・防災道の駅に実装予定の点検・放送ドローン機体がすさみ町の点検ルートから隣接町の津

波浸水地域の点検を実施することで、津波浸水想定区域および沿岸部の状況を、発災後最短

約 10 分、全体でも 30 分から１時間程度で把握できることが確認され、従来手法と比較して

３時間以上の点検時間効率化が可能であることが示された。 

・取得された映像については、10 回の飛行すべてにおいて大きな欠損は確認されず、道路の

冠水有無や通行可能幅の確認においても十分な判別性を有していた。初期の飛行においては

ホバリング位置やカメラ角度の微調整が必要となったものの、運用を重ねることで検証区域

全体を安定して把握できる状態に改善されており、広域点検における映像取得手法として実

運用に耐えうる水準に到達していることが確認された。 

・また、危険区域への職員立入りを不要とすることで、災害初動における危険作業の低減に

つながることが確認された。 

継続課題 

・災害発生後の時間経過に伴い、必要とされる点検内容が一律航路による俯瞰確認から、よ

り低高度かつピンポイントな確認へと変化していく可能性があり、災害初動後の状況変化に

応じた柔軟な航行方法の確立が必要 

・夜間・荒天時でドローンが使用できない場合の点検方法の検討および確保 

図表 68 仮説①への分析と考察 
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図表 69 仮説①のまとめ 

 

5.3.2. 実証②の調査結果分析と考察 

実証②では、図表 19に示した仮説②「ドローン点検映像をリアルタイムに自治体間で共有する仕組み

を構築することにより、従来の自治体間データ共有方式（LGWAN 経由）と比較して、広域災害発生時の

情報共有工数および所要時間を２時間以上効率化できるか」を検証した。 

従来の自治体間データ共有方式では、現地で撮影したドローン映像を担当職員がローカル保存し、

LGWAN 環境へアップロードし、共有元自治体が電話やメールで通知を行い、共有先自治体がデータをダ

ウンロードするという複数段階の作業が必要であった。この一連のプロセスは、災害発生直後の混乱期

において大きな負担となり、実際には映像を共有するまでに概ね２〜３時間を要するケースが多かっ

た。また、共有のタイミングが自治体ごとに異なることから、災害初動において関係機関間で状況認識

が揃わないという課題も存在していた。 

本実証では、Vimeo を活用したリアルタイム配信機能を有したリアルタイム配信システムを防災観光

ポータルに組み込み、ドローン離陸後ただちに映像が複数機関で視聴できる環境を構築した。（図表

70） 
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実証実験においては、事前に配信用アカウントを関係者へ付与したうえで、配信開始を LINE により

通知し、通知から最短約 10分後には津波浸水想定区域の映像を複数拠点が確認できた。アーカイブ映

像についても即時に共有され、災害発生時に関係者が必要なタイミングで映像を確認できる状態が実現

した。こうした仕組みにより、従来の LGWAN ベースの共有方式と比較して２時間以上の効率化が実現

しており、図表 50で設定した目標値を十分に達成したと評価できる。 

また、ドローンによる沿岸部点検映像は、冠水状況や道路通行の可否を把握しやすく、特に住民が立

ち入ることが困難な区域における安全性の判断に寄与する点が確認された。さらに、串本町および和歌

山県の職員からは、リアルタイム配信およびアーカイブ映像を自身の目で確認できる事により自治体間

での情報共有が容易になり、誤った情報伝達を防止できるという意見が寄せられた。これは従来手法の

課題であった「情報共有の遅延」および「情報の不一致」を解消しうる実用的メリットが明らかとなっ

たことを示している。 

 

図表 70 リアルタイム配信システム構成図 

 

一方で、実証の過程では、屋外に設置した配信用パソコンが発熱により一時的にフリーズし、映像が

途切れる事象が発生した。この課題については、配信拠点を屋内へ移動し、環境を整えることで解消さ

れており、運用面の改善により十分に回避可能であることが確認された。また、視聴者からは、映像に

位置情報が付与されていないため、現地を熟知していない者には場所の特定が難しいという指摘もあっ

た、ドローンの位置情報は絶えず取得しており、遠隔制御システムでは地図上で位置が確認できている
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ことから、今後はドローンからのカメラ映像と連携した位置情報の可視化など、視認性の向上が求めら

れる。 

総合すると、本実証により、ドローン点検映像のリアルタイム配信は従来の LGWAN ベースの情報共

有方式と比較して大幅な効率化を実現し、災害発生時に複数自治体や自衛隊・県が同時に状況を把握で

きるという新たな広域連携の形が具体的に示された。さらに、映像の即時共有により救助活動に必要な

判断時間が短縮される可能性が示された点は、本実証が災害対応の高度化に資する重要な成果であると

いえる。これらを踏まえると、仮説②は「２時間以上の効率化」において十分に成立したと結論づけら

れる。 

実証②から得られた、今後の実装に向けた主な課題とその対策案は、以下の３点である。 

課題①： リアルタイム配信およびアーカイブ配信は有効である一方、災害対応において必要となる映

像は特定の津波浸水区域に限られる場合が多く、配信動画全体を確認することは実務上の負担となるた

め、特定の箇所の状況が素早く確認できる手法の検討が必要である。 

対策案①： アーカイブ動画に、津波浸水区域ごとに映像を確認できるチャプター機能の追加、また各

津波浸水区域確認時の時間を表示する事で、確認したい区域の映像が素早く確認できるように改修する

ことで今年度対策可能である。（図表 71） 

 
図表 71 アーカイブ動画へのチャプター追加イメージ 

 

課題②：災害時の安定したドローン飛行実施および配信環境の安定化や映像品質の確保など、作業環境

や通信環境、機材スペックなどを更に検討し、実装段階を見据えた運用面での検討を継続する必要があ

る。 

対策案②：配信拠点を屋内に設置し、ドローンの運行および映像配信システムを災害時に確実に稼働さ

せるため、災害対応拠点となる施設の安全性を高めるとともに、当該拠点自体の被災状況を早期に確認

する仕組みの検討を進める。これにより、災害発生直後においても運用拠点の機能維持を図り、継続的

なドローン運用および情報発信が可能な体制の構築を目指す。 
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課題③：すさみ南 IC→和深 IC間および和深 IC→すさみ IC間での緊急輸送道路の利用可否は、孤立避

難所発生有無及び物資輸送可否の把握を両町で行う必要があり、すさみ～和深間の R42について通行及

び物資輸送可否を点検・確認する必要がある。 

対策案③：今回の実証ではすさみ南～和深間の点検・共有でしたが、すさみ～すさみ南までの R42の点

検については、過年度より実証実験を行いドローン航路も作成済であるため、串本町との連携において

災害時のリアルタイム配信の範囲を広げることで今年度対策可能である。 

仮説②への分析・考察については、以下の図表 72及び 73の通り。 

 

実証したい 

仮説② 

ドローンからの映像は遠隔操作システムを経由して映像配信を実施。映像配信は、すさみ町

で実装済みの防災観光ポータルで、アクセス可能なユーザーのみリアルタイム動画とアーカ

イブ動画でインターネットから確認可能な環境を構築。現行の自治体間でのデータ共有方法

（LGWAN 経由）、と比較し効率化される時間を検証する 

新規に用いた

手法 

【リアルタイム配信システム構築】 

・点検・放送ドローンから取得した映像を、リアルタイム配信システムを通じて、リアルタ

イムおよびアーカイブ形式で関係自治体が確認できる環境を防災観光ポータル内に構築 

【手法】 

・点検・放送ドローンから遠隔操作システムを活用し映像を取得 

・Vimeo を配信基盤として利用する事で、意図しない映像の拡散を防止 

・リアルタイム配信システムにログインするためのアカウントを作成しアクセス権をコント

ロール 

・LINE 公式アカウントへの登録で配信開始の通知機能を追加 

・アーカイブ動画の保存 

【手順】 

・事前にリアルタイム配信システムにて視聴可能なアカウントを発行 

・配信開始時には、LINE にて登録頂いた利用者向けに配信開始の通知を送付 

・PC、スマートフォンにて映像をそれぞれ確認 

・リアルタイム配信後は、アーカイブ動画が保存されいつでも映像を確認可能な状態にする 

実証した手法 

から見込める 

成果 

・リアルタイム配信システム活用により、ドローン離陸後、最短約 10 分で関係自治体が津波

浸水区域の映像を確認できることが確認され、従来方式と比較して２時間以上の情報共有時

間短縮が可能であることが確認された。 

・複数自治体が同一映像を同時または同条件で確認できることにより、電話や文章による情

報共有に比べ、認識のずれが生じにくく、広域災害時の初動対応の迅速化に寄与する成果が

得られた。 

・アーカイブ動画が残るため、災害対応時でも過去情報との比較が容易に可能となった 

継続課題 

・災害時の安定したドローン飛行実施および配信環境の安定化や映像品質の確保など、作業

環境や通信環境、機材スペックなどを更に検討し、実装段階を見据えた運用面での検討を継

続する必要がある。 

図表 72 仮説②への分析と考察 
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図表 73 仮説②のまとめ 

 

5.3.3. 実証③の調査結果分析と考察 

実証③では、緊急着陸地点の候補地について、地権者等の関係者に対し位置および必要性を正確に説

明し、合意形成を円滑に進めるための説明手法を検証した。本実証は、２DMAPと３DMAPの優劣を単純

に比較することを目的とするものではなく、緊急着陸地点の合意形成において、２DMAPおよび３DMAP

の双方を用いた説明を行ったうえで、特に３DMAPを活用した説明が、従来の２DMAPを用いた場合と比

較して、ドローン活用に関する理解度の向上にどの程度寄与するかを検証することを目的とした検証を

行った。 

説明を受けた地権者に対して実施したアンケート結果から、従来から一般的に用いられてきた２DMAP

は、緊急着陸地点の大まかな位置関係や周辺との距離感を把握するうえで有効であり、特に広域的な俯

瞰や位置の説明においては、関係者が比較的短時間で理解しやすい傾向が確認された。一方で、地形の

起伏や周辺構造物との関係、高さ方向の空間的な余裕といった立体的な条件については、２DMAPのみで

は十分に把握しづらい場面が見られた。 

これに対し、３DMAPを用いた説明では、ドローン航路と地形・建物との位置関係を立体的に示すこと

が可能となり、当該地点が緊急着陸地点として適している理由や、その必要性について、より具体的な

イメージを共有しやすいことが確認された。特に、安全性や着陸可否の判断、周辺環境との関係性を説

明する場面においては、３DMAPの有効性が高いことが示された。 
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また、本実証を通じて、２DMAPで行ってきた俯瞰的な位置説明については、３DMAPにおいても真上か

らの視点を用いることで代用可能であることが確認された。すなわち、位置関係の把握という観点にお

いては、必ずしも２DMAPを別途用意する必要はなく、３DMAPの表示視点を適切に設定することで、２

DMAPと同様の理解を得ることが可能である。一方で、３DMAPは情報量が多いという特性を有するた

め、初期表示の視点や操作方法によっては、説明対象となる地点を直感的に把握しにくい場合があるこ

とも明らかとなった。（図表 74） 

 

図表 74 ２DMAPと３DMAPの視認性について 

この点については、説明者が視点を適切に制御し、まず３DMAPを真上から俯瞰した視点で位置関係を

示したうえで、必要に応じて視点を傾け、地形や構造物を含めた立体的な説明へと段階的に移行するこ

とで、関係者の理解を円滑に進められる可能性が示唆された。このような説明手順を用いることで、２

DMAPと３DMAPを併用することなく、３DMAPのみで一貫した説明を行うことも可能であると考えられ

る。 

また、緊急着陸地点の実装・運用にあたっては、位置関係や地形の理解に加え、実際に安全な離着陸

が可能な状態であるかという運用面での確認が重要であることも明らかとなった。 

特に、緊急着陸地点として耕作放棄地や空き地等を活用する場合、季節や管理状況により草丈が変動

しやすく、草刈り等の維持管理状況が離着陸の安全性に直接影響する。このため、緊急着陸地点につい

ては、災害時を含め飛行は実施する前提のもとで、飛行計画の策定段階において、草刈り状況を含め当

該地点が使用可能な状態であるかを事前に確認し、使用可能な地点を前提として航路や代替地点を設定

する運用が求められる。 

さらに、本年度地権者交渉を行った地域はすさみ町内における令和７年７月末時点において、PLATEAU

の三次元建物データおよび空の道が整備されている一部地域である。今後すさみ町内において有事・平
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時におけるドローンの実装を実現するにあたり、引き続き地権者交渉を進め、すさみ町内全域を対象に

緊急着陸地点を整備する必要がある。 

このように、緊急着陸地点は常時同一の状態で利用できるものとして固定的に捉えるのではなく、飛

行計画段階での確認と判断を前提とした運用対象として整理することにより、草刈り等の維持管理上の

課題と実運用を両立させることが可能となる。 

以上の結果から、本実証においては、緊急着陸地点の位置把握については、３DMAPを真上から俯瞰す

る表示により２DMAPと同様の説明が可能であり、その後、立体的な視点へ切り替えることで、地形や構

造物との関係、安全性といった詳細条件まで含めた説明を一貫して行えることが確認された。したがっ

て、緊急着陸地点の合意形成においては、２DMAPと３DMAPを常に併用することを前提とするのではな

く、３DMAPを中心に、説明の目的や段階に応じて視点や表示方法を切り替えることが、効率的かつ分か

りやすい説明につながると考えられる。（図表 74）また、緊急着陸地点の実装・運用においては、位置

や地形の理解にとどまらず、実際に安全な離着陸が可能な状態であるかを飛行計画の策定段階で確認す

る運用が不可欠である。特に、耕作放棄地や空き地等を緊急着陸地点として設定する場合には、季節や

管理状況によって草丈が変動することから、草刈り等の維持管理状況や季節変動を含めた使用可否をチ

ェックリスト等により整理し、使用可能な地点を前提として航路や代替地点を設定する運用とすること

で、実運用における安全性を確保することが可能となる。 

実証③から得られた、今後の実装に向けた主な課題とその対策案は、以下の２点である。 

課題①：有事における緊急着陸地点および平時における物流拠点を継続的に運用するためには、利用

頻度、運用ルール、草刈り等の維持管理方法を整理する必要がある。 

対策案①：有事における緊急着陸地点および平時における物流拠点の利用頻度や草刈り等の維持管理

に関する整理事項を運用ルールとして明文化し、説明資料や運用手順として整理する。あわせて、実運

用を通じて得られる知見を踏まえ、運用内容を段階的に見直しながら、地域住民や関係者との合意形成

を継続する。 

課題②：３DMAPを用いた説明において、地権者が普段２DMAPで見慣れている俯瞰的な視点と異なる表

示状態から説明を開始した場合、説明対象となる緊急着陸地点を地図上で速やかに把握できず、位置関

係の理解に時間を要する場合がある。 

対策案②：３DMAPを提示する際には、まず２DMAPと同様の真上からの俯瞰視点（トップビュー）で表

示し、地権者が交渉対象となる緊急着陸地点の位置を把握した後に、必要に応じて立体的な特徴が分か

る視点へ切り替える段階的な提示方法が有効である。この提示順序により、位置関係の理解を阻害する

要因を排除しつつ、３DMAP の立体的な情報を効果的に活用した説明が可能となる。 

課題③：地権者交渉を実施した緊急着陸地点が、PLATEAU三次元建物データ整備済みの一部地域に限

られているため、町内全域での有事・平時におけるドローン運用を前提とした緊急着陸地点が網羅的に

確保できていない。 

対策案③：令和７年度末にてすさみ町内全域を対象に PLATEAUの三次元建物データが整備されること

から、町内全域を対象として緊急着陸地点を網羅的に確保するため、地権者交渉を進めた上で段階的に

拡張する。 

仮説③への分析・考察については、以下の図表 75及び 76の通り。 
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実証したい 

仮説③ 

ドローン想定航路約１km 間隔で設定する緊急着陸地点及び飛行禁止区域の調査と調査結果を

PLATEAU ドローン運航管理システムの３DMAP 内に可視化。３DMAP を用いた説明にて、関係者

と災害時での緊急着陸地点および平時でのドローン離発着地点となる離着陸地点の合意を取

得可能か、ドローン航路、設置場所、必要性、平時利用の有効性などについて２DMAP と比較

検証を３か所以上にて実施する 

新規に用いた

手法 

・２DMAP と３DMAP の「個別提示方式」による理解度比較 

まず、２DMAP を用いて説明対象となる緊急着陸地点の位置を提示し、災害時利用を前提とし

つつ、平時における点検・物流等への活用可能性についても併せて説明した。 

その後、３DMAP に切り替え、周辺地形や建物との関係、空間的な余裕を立体的に示しなが

ら、災害時における安全性および平時利用時の運用イメージについて説明を行い、理解度の

確認を実施した。 

（※ 平時利用に関する説明は、２DMAP および３DMAP を用いた説明過程の中で並行して実

施） 

実証した手法 

から見込める 

成果 

・位置把握の容易性向上 

３DMAP において真上からの俯瞰視点を用いることで、地権者が普段２DMAP で見慣れている認

知と一致し、説明対象となる緊急着陸地点を速やかに把握できることが確認された。 

・緊急着陸地点の必要性に対する理解促進 

３DMAP を用いた立体的な説明により、地形的な安全性や周辺環境との関係を視覚的に把握で

き、災害時における緊急着陸地点の必要性が具体的に伝達された。 

・合意形成の円滑化 

位置説明と立体的な理解を段階的に行う説明手法により、緊急着陸地点としての利用に対し

て、地権者から前向きな意見が得られた。 

継続課題 

・有事における緊急着陸地点および平時における物流拠点運用ルールの整理 

有事における緊急着陸地点および平時における物流拠点を継続的に運用するためには、利用

頻度、運用ルール、草刈り等の維持管理方法を整理する必要がある。 

・町内全域における緊急着陸地点の整備 

地権者交渉を実施した緊急着陸地点が、PLATEAU 三次元建物データ整備済みの一部地域に限

られているため、町内全域での有事・平時におけるドローン運用を前提とした緊急着陸地点

が網羅的に確保できていない。 

図表 75 仮説③への分析と考察 

 

 



 70 

図表 76 仮説③のまとめ 

 

6. 横展開に向けた一般化した成果 

●ICT防災訓練シナリオおよび手順 

ドローンによる近隣自治体区域の点検津波浸水想定/沿岸線の点検検証として実施した実証①より、点

検時のシナリオにリアルタイム配信を加えた ICT防災訓練シナリオと手順の公開を一般化する。シナリ

オ手順資料を下記に示す。 
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図表 77 ICT防災訓練シナリオおよび手順 
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●ドローン点検映像のリアルタイム配信システム要件定義 

ドローン点検映像のリアルタイム配信システムを、広域での共同調達で自治体等が構築する場合、今

回構築した閲覧権限の制限機能や配信開始の通知機能、アーカイブ動画の保存、アクセス権の管理機能

など、実証②で得たリアルタイム配信システムの知見を反映して、同様のシステムを構築するための、

システム仕様書の要件定義を一般化した成果として下記図表 78に公開する。 
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図表 78 ドローン点検映像のリアルタイム配信システム要件定義（案） 

 

●緊急着陸地点・離着陸地点の設定手法の横展開 

実証③では、点検・放送・物流ドローンの安全な運用を前提として、緊急着陸地点および離着陸地点

の設定手法と、地権者との合意形成に向けた説明方法について検証を行った。本実証では、PLATEAU を
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活用した ３DMAP により、ドローン航路や周辺環境を立体的に可視化することで、緊急着陸地点の必要

性を分かりやすく伝えられることが確認された。 

また、２DMAP と ３DMAP を併用し、位置関係の把握と安全性の説明を段階的に行うことで、地権者の

理解が促進され、緊急着陸地点としての利用について前向きな合意が得られた。 

一方で、本実証で整理した設定手法は、あくまで和歌山県すさみ町の地理条件や地域特性を前提とし

た参考事例であり、他地域にそのまま適用できるものではない。各地域の実情に応じた検討が必要であ

る。 
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図表 79 緊急着陸地点の地権者向け説明資料 
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●緊急着陸地点に関する確認事項の一般化とドローンチェックシートへの反映 

本実証では、新たなドローンチェックシートを作成したのではなく、これまでの実証事業において整

備してきたドローンチェックシートを前提とし、その一部を更新する形で成果を整理した。 

具体的には、緊急着陸地点に関する確認事項について、航路設計段階および飛行実施前の確認項目を

明確化し、既存のドローンチェックシートに追記・補強を行った。（赤枠が更新箇所）緊急着陸地点

は、一度設定すれば恒常的に使用可能なものではなく、季節や管理状況（草刈り状況等）によって使用

可否が変動する可能性があることが、本実証を通じて確認された。 

このため、ドローンチェックシート上においても、緊急着陸地点が実際に使用可能な状態であるかを

飛行計画ごとに確認する運用を前提とし、既存の「事前検討・安全確認」項目の中で整理を行ってい

る。これにより、国交省ガイドラインおよび過年度実証との整合性を確保しつつ、今回の実証で得られ

た知見を継続的に活用可能な形で反映した。 

点検・放送・物流のドローンチェックシートについて、更新をした箇所を図 80、81、82に示す。尚、

更新箇所を明確にするため赤枠箇所を変更箇所としている。 
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図表 80 緊急着陸地点の確認を含めたドローンチェックシート（点検） 

〇遠隔操縦/複数台ドローン/ドローンポート/3次元地図を活用した点検飛行の早期点検チェックシート

本チェックシートの位置付け 1枚目

基本事項

　　有・無

項番１：事前準備作業（遠隔・現地）

作業項目 作業場所 作業レベル 機体① 機体② メモ

遠隔 2 □ □

遠隔 2 □ □

遠隔 2 □ □
地権者から事前に利用の合
意をとった緊急着陸地点か

ら選定する

緊急着陸地点
（案）の確認

現地 2 □ □

下記３点を確認
①離着陸に支障がない
　草丈である
②水たまり等が常態化
　していない
③着陸地点に固定され
　ている障害物がない

遠隔 2 □ □

遠隔 2 □ □

遠隔 2 □ □

航行ルート
決定

遠隔 2 □ □

離発着場所利用者や
近隣通行関係者へ

災害時のドローン航行
周知が望ましい

参考ルート（令和3年度補正予算スマートシティ実装化支援事業_すさみスマートシティコンソーシアム実証実験）

緊急着陸ポイント参考（令和6年度当初予算スマートシティ実装化支援事業_すさみスマートシティコンソーシアム実証実験）

実施者氏名

免許許可 番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期間：

ドローン情報基盤システム2.0（DIPS2.0）への飛行計画の通報

国土交通省が公開している「無人航空機飛行マニュアル、3. 安全を確保するために必要な体制」を補足する資料となる

実施年月日 　　　　　　年　　　月　　　日　　　～　　　　　年　　　月　　　日

実施者所属

項番１は、災害発生前に複数台（２機体）ドローンによる点検飛行が想定される離陸地点、着陸地点、航行ルートにて行う準備作業である
本作業は3次元地図を取得済み地域にて、運行管理システムを利用して実施可能
ドローンポート利用時は電源供給が可能な場合、災害時前の平時に準備し離陸準備を実施することが可能。
災害前に実施できていない場合は、ドローン航行専門家等に相談が必要

作業レベルは、以下の通り
レベル１：レベル２未満の技量である作業者
レベル２：国土交通省が認定するドローンの講習団体が発行するドローンの操縦技能証明書を保持
　　　　　航空法を理解している作業者
レベル３：国土交通省が認定するドローンの講習団体が発行するドローンの操縦技能証明書を保持
　　　　　現場での運用実績が一定以上ある作業者(目安100時間以上)

作業詳細

航行ルート
（案）作成

離発着地点を決定

ドローン航行ルート（案）を作成
飛行禁止エリア上空、人口構造物、LTE電波環境が無いエリア、を避
ける

緊急着陸地点（案）を決定
＊飛行ルートから、飛行速度×5分未満の距離で緊急着陸ポイントを
設定すること

緊急着陸地点（案）について、飛行前に緊急着陸地点として使用可能
な状態かを確認
※季節・時期による状態変化を考慮する

　一般的に航路上約1km間隔で緊急着陸ポイントを設置する事が必要と考えられる
（※機体の移動速度を８m/sと仮定）理由は、緊急着陸ポイントに１㎞離れた地点
にて緊急着陸の指示があった場合、緊急着陸ポイント上空到達に２分５秒、緊急
着陸ポイント上空（高度100m）へ到達後高度30mまでの降下時間は１分３秒（高度
30mへの到達に合計３分８秒）、高度30mから着陸は37秒（着陸までの合計は３分
45秒）で可能なため

運行管理
システム

離発着地点（案）及び緊急着陸地点（案）での安全性確認を実施
＊5m四方以上の場所が確保できる事
＊飛行場所付近の人口構造物・電線・等の障害物を確認・評価する

ドローン航行ルート（案）上を陸路、海路、空路にて、人口構造物、
立入禁止エリアを避けるルート設計を実施しルート上の安全性確認を
実施
＊周辺状況を十分に確認し、第三者の上空飛行を避ける

ドローン航行ルート（案）上のLTE通信状況を確認
＊高精度測位技術、上空からの映像配信はLTE通信を用いる

ドローン航行ルートの決定
＊必要に応じてレベル３の専門家へ確認を実施
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図表 81 緊急着陸地点の確認を含めたドローンチェックシート（放送） 

〇遠隔操縦/複数台ドローン/ドローンポート/3次元地図を活用した放送飛行の早期点検チェックシート

本チェックシートの位置付け 1枚目

基本事項

　　有・無

項番１：事前準備作業（遠隔・現地）

作業項目 作業場所 作業レベル 機体① 機体② メモ

遠隔 2 □ □

遠隔 2 □ □

遠隔 2 □ □
地権者から事前に利用の

合意をとった緊急着陸地点から
選定する

緊急着陸地
点（案）の

確認
現地 2 □ □

下記３点を確認
①離着陸に支障がない
　草丈である
②水たまり等が常態化
　していない
③着陸地点に固定され
　ている障害物がない

遠隔 2 □ □

遠隔 2 □ □

遠隔 2 □ □

航行ルート
決定

遠隔 2 □ □

離発着場所利用者や
近隣通行関係者へ

災害時のドローン航行
周知が望ましい

参考ルート（令和3年度補正予算スマートシティ実装化支援事業_すさみスマートシティコンソーシアム実証実験）

緊急着陸ポイント参考（令和6年度当初予算スマートシティ実装化支援事業_すさみスマートシティコンソーシアム実証実験）

国土交通省が公開している「無人航空機飛行マニュアル、3. 安全を確保するために必要な体制」を補足する資料となる

実施年月日 　　　　　　年　　　月　　　日　　　～　　　　　年　　　月　　　日

実施者所属

実施者氏名

作業詳細

離発着地点を決定

ドローン航行ルート（案）を作成
飛行禁止エリア上空、人口構造物、LTE電波環境が無いエリア、
を避ける

　一般的に航路上約1km間隔で緊急着陸ポイントを設置する事が必要と考え
られる（※機体の移動速度を８m/sと仮定）理由は、緊急着陸ポイントに１
㎞離れた地点にて緊急着陸の指示があった場合、緊急着陸ポイント上空到
達に２分５秒、緊急着陸ポイント上空（高度100m）へ到達後高度30mまでの
降下時間は１分３秒（高度30mへの到達に合計３分８秒）、高度30mから着
陸は37秒（着陸までの合計は３分45秒）で可能なため

ドローン航行ルートの決定
＊必要に応じてレベル３の専門家へ確認を実施

免許許可 番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期間：

ドローン情報基盤システム2.0（DIPS2.0）への飛行計画の通報

項番１は、災害発生前に複数台（２機体）ドローンによる放送飛行が想定される離陸地点、着陸地点、航行ルートにて行う準備作業である
本作業は3次元地図を取得済み地域にて、運行管理システムを利用して実施可能
ドローンポート利用時は電源供給が可能な場合、災害時前の平時に準備し離陸準備を実施することが可能。
災害前に実施できていない場合は、ドローン航行専門家等に相談が必要

作業レベルは、以下の通り
レベル１：レベル２未満の技量である作業者
レベル２：国土交通省が認定するドローンの講習団体が発行するドローンの操縦技能証明書を保持
　　　　　航空法を理解している作業者
レベル３：国土交通省が認定するドローンの講習団体が発行するドローンの操縦技能証明書を保持
　　　　　現場での運用実績が一定以上ある作業者(目安100時間以上)

航行ルート
（案）作成

緊急着陸地点（案）を決定
＊飛行ルートから、飛行速度×5分未満の距離で緊急着陸地点を
設定すること

運行管理
システム

離発着地点（案）及び緊急着陸地点（案）での安全性確認を実
施
＊5m四方以上の場所が確保できる事
＊飛行場所付近の人口構造物・電線等の障害物を確認・評価す
る

ドローン航行ルート（案）上を陸路、海路、空路にて、人口構
造物、
立入禁止エリアを避けるルート設計を実施しルート上の安全性
確認を実施
＊周辺状況を十分に確認し、第三者の上空飛行を避ける

ドローン航行ルート（案）上のLTE通信状況を確認
＊高精度測位技術、上空からの映像配信はLTE通信を用いる

緊急着陸地点（案）について、飛行前に緊急着陸地点として使
用可能な状態かを確認
※季節・時期による状態変化を考慮する
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図表 82 緊急着陸地点の確認を含めたドローンチェックシート（物流） 

本チェックシートの位置付け 1枚目

基本事項

　　有・無

項番１：事前準備作業（遠隔・現地）

作業項目 作業場所 作業レベル チェック メモ

遠隔 2 □

遠隔 2 □

遠隔 2 □

※LTE電波不感エリアを飛
行する場合は、次頁以降
の、バックアップ通信地
点、での作業を実施

遠隔 2 □
地権者から事前に利用の合
意をとった緊急着陸地点か

ら選定する

緊急着陸地点
（案）の確認

現地 2 □

下記３点を確認
①離着陸に支障がない
　草丈である
②水たまり等が常態化
　していない
③着陸地点に固定され
　ている障害物がない

遠隔 2 □

遠隔 2 □

遠隔 2 □

航行ルート
決定

遠隔 2 □

離発着場所利用者や
近隣通行関係者へ
災害時のドローン航行
周知が望ましい

参考ルート①（令和5年度当初予算スマートシティ実装化支援事業_すさみスマートシティコンソーシアム実証実験）

参考ルート②（令和5年度補正予算スマートシティ実装化支援事業_すさみスマートシティコンソーシアム実証実験）

航行ルート
（案）作成

離発着地点を決定

ドローン航行ルート（LTE通信案）を作成
飛行禁止エリア上空、人口構造物、LTE電波不感エリア、を避ける

緊急着陸地点（案）を決定
＊飛行ルートから、飛行速度×5分未満の距離で緊急着陸地点を設定
すること

複数回の物資輸送を想定しJR線路横断を避けるためトンネル上空を飛行する
ルートとした。その結果、LTE不感エリアを通るルート設計となり、LTE不感エ
リアでは衛星通信を利用したバックアップ通信にて遠隔操縦・監視を実施。

運行管理
システム

離発着地点（案）及び緊急着陸地点（案）での安全性確認を実施
＊5m四方以上の場所が確保できる事
＊飛行場所付近の人口構造物・電線・等の障害物を確認・評価する

ドローン航行ルート（案）上を陸路、海路、空路にて、人口構造物、
立入禁止エリアを避けるルート設計を実施しルート上の安全性確認を実施
＊周辺状況を十分に確認し、第三者の上空飛行を避ける

ドローン航行ルート（案）上のLTE通信状況を確認
＊高精度測位技術、上空からの映像配信はLTE通信を用いる

ドローン航行ルートの決定
＊必要に応じてレベル３の専門家へ確認を実施

緊急着陸地点（案）について、飛行前に緊急着陸地点として使用可能
な状態かを確認
※季節・時期による状態変化を考慮する

〇遠隔操縦/バックアップ通信/3次元地図を活用したドローンによる
  物資配送飛行の早期点検チェックシート

ドローン航行ルート（バックアップ無線通信案）を作成
LTE電波不感エリア、が存在する場合は、バックアップ通信システム
にてLTE電波不感エリアをカバー可能な航路とする

ドローン情報基盤システム2.0（DIPS2.0）への飛行計画の通報

実施年月日

実施者所属

実施者氏名

免許許可

国土交通省が公開している「無人航空機飛行マニュアル、3. 安全を確保するために必要な体制」を補足する資料となる

　　　　　　年　　　月　　　日　　　～　　　　　年　　　月　　　日

番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期間：

項番１は、災害発生前にドローンによる物資配送が想定される離陸地点、着陸地点、航行ルートにて行う準備作業である
本作業は3次元地図を取得済み地域にて、運行管理システムを利用して実施可能
災害前に実施できていない場合は、ドローン航行専門家等に相談が必要

作業レベルは、以下の通り
レベル１：レベル２未満の技量である作業者
レベル２：国土交通省が認定するドローンの講習団体が発行するドローンの操縦技能証明書を保持
　　　　　航空法を理解している作業者
レベル３：国土交通省が認定するドローンの講習団体が発行するドローンの操縦技能証明書を保持
　　　　　現場での運用実績が一定以上ある作業者(目安100時間以上)

作業詳細

ど
ち
ら
か
を
作
成
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7. まちづくりと連携して整備することが効果的な施設・設備の提案 

令和７年度の実証調査では、点検・放送ドローンの運用を通じて、災害対応の高度化および迅速化に

向けた有効性が確認された。本章では、これらの成果を踏まえ、本実証事業の取組と一体となって、効

率的かつ効果的に整備することが望ましい施設・設備について、ハード面およびソフト面の観点から整

理する。 

ハード面の整備については、令和６年度に引き続き、防災ドローンとして 24 時間 365 日運用に耐え

うる離発着地点設備の検討整備において、緊急着陸地点での平時からの周知や人や車の進入を回避する

安全対策、ドローンポートに必要となる機能（電源、カメラ、センサー）追加、ドローンポート内のバ

ッテリー交換自動化や点検自動化、について引き続き検討する。 

また、令和７年度の実証③において、有事の点検ドローンの緊急着陸地点かつ平時のドローン物流の

拠点の検証を PLATEAU 建物データが整備されているすさみ町の一部地域を対象としてだが、地権者合意

を取得し、次年度以降に向けた地権者向け説明資料及び説明方法を確立した。更に、すさみ町独自の取

り組みとして有事の点検ドローンの緊急着陸地点かつ平時のドローン物流の拠点は、平時の高齢者の困

りごとへの対応として町内のボランティア活動組織と連携し、高齢者の病院受診後の医薬品配送、町役

場の職員が実施する高齢者向け配食サービス、に活用し平時のドローン物流実装に向けた検証も実施し

た。この検証からは、平時のドローン物流に有事の点検ドローンの緊急着陸地点として活用可能である

ことが確認できた。 

令和８年度以降では令和７年度末までにすさみ町全域を対象とした PLATEAU 建物データの整備が進む

ことから、有事の点検ドローンの緊急着陸地点かつ平時のドローン物流の拠点をすさみ町全域に拡大し、

平時・有事でドローンが活動可能となる離発着可能場所を拡大することが大規模災害や地域活性化に繋

がると考える。 

ソフト面の整備については、令和７年度の実証①②において、「ドローン映像のリアルタイム映像配

信システム」により、すさみ町、串本町、自衛隊が同時に状況を把握できる環境が、災害対応において

有効であることが確認された。 

ただし、映像配信にあたっては災害時の映像がセンシティブな情報を含む可能性があることから、ア

カウント管理や閲覧権限を適切に制御した状態で運用することが不可欠である。遠隔操作および配信を

ソフトウェアとして一体的に管理することで、セキュリティを確保しつつ、自治体や組織を横断した関

係者間での円滑な情報共有が可能となることが確認された。 

令和８年度以降では、映像配信機能の活用範囲を広げ、平時において人の立ち入りが困難な沿岸部や

山間部等の状況確認を効率的に行うなど、関係者間での情報共有や運用確認に活用することが重要であ

る。 

以上のように、ハード面における平時・有事でのドローン離発着地点の整備推進と、ソフト面におけ

る災害時の情報共有・運用体制を更に拡張することで、本年度の実証で確認された成果を実装へ繋げて

いくことが可能となる。これらを本実証事業の取組の一環として位置付け、全体最適の観点から段階的

に整備・運用を進めることで、災害対応力の向上と地域課題の解決を同時に図ることが期待される。ロ

ードマップ上での位置づけは図表 83の通り。 
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図表 83 令和８年度以降のロードマップ 

 

本スマートシティの最終的な将来像としては、南海トラフ地震や大雨等の広域災害に備え、点検・放

送・物流ドローンを活用した迅速かつ的確な状況把握、関係機関とのリアルタイムな情報共有、緊急着

陸地点や物流拠点の整備を一体的に推進することで、地域として安心安全で快適なまちづくりを継続し

て実現していくことを目指すものである。令和７年度の成果は、広域的な防災連携の深化に向け、関係

機関と協働しながら取り組みを進めていくための基盤を形成する重要な一歩である。 

本スマートシティの目指す将来像について図表 84 に示す（令和７年度実証事業の対象箇所は赤枠内）。 
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図表 84 本スマートシティの目指す将来像 

 

8. 本事業総括 

本事業においては、南海トラフ津波による人的及びインフラの想定被害における課題、すさみ町管内

の緊急輸送道路ネットワークに関する課題、災害対策本部における人員不足の課題、において自治体及

び地域防災関係者が ICT を活用した効率化・省人化をドローン業務で実証し、また地元住民とコンソ

ーシアム関係者がドローン物流の見学や説明会での意見交換を通じて防災意識向上を実証してきた。こ

れまでに述べた実証実験内容及び結果、継続課題は図表 85の通りとなる。引き続き、すさみスマート

シティ推進コンソーシアムでは激甚化する災害対応へスマートシティによる課題解決に取組む。 

 

地域課題 実証実験内容 結果・成果・知見 継続課題 今後の取組 

・近隣地域

を含めた緊

急輸送道路

ネットワー

クに関する

課題 

 

サービス：３次元

地図を活用したド

ローン航路生成シ

ステム、放送・点

検ドローン、ドロ

ーン遠隔監視操作

システム 

 

結果①-１ 

ドローンカメラから映像

データについては、４か

所の津波浸水想定区域、

10 回の飛行すべてにお

いて大きな欠損は確認さ

れず、道路の冠水有無や

通行可能幅の確認におい

課題① 

災害発生後の時間経

過に伴い、必要とさ

れる点検内容が一律

航路による俯瞰確認

から、変化していく

可能性がある課題 

 

取組① 

災害発生後の被害状況や

確認優先度に応じて、SAR

衛星画像から AI がドロー

ンで確認すべき箇所を判

断し、ドローン航路を再

検討する事で運行管理者

の業務低減を行う仕組み
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・災害対策

本部におけ

る人員不足

の課題 

内容①：すさみ町

と串本町にまたが

る津波浸水想定区

域４か所の広域点

検をドローンで実

施。 

 

内容②：従来の人

による現地確認と

比較し、点検時間

の短縮や危険作業

の低減につながる

かを検証 

ても十分な判別性を有し

ていた 

 

結果①-２ 

すさみ町の点検ルートか

ら隣接町の津波浸水地域

の点検を実施すること

で、津波浸水想定区域お

よび沿岸部の状況を、発

災後最短約 10 分、全体

でも 30 分から１時間程

度で把握できることが確

認され、従来手法と比較

して３時間以上の点検時

間効率化が可能であるこ

とが示された 

 

結果②-１：危険区域へ

の職員立入りを不要とす

ることで、災害初動にお

ける危険作業の低減につ

ながることが確認され

た。 

 

結果②-２：災害発生後

の時間経過に伴い、必

要とされる点検内容が

一律航路による俯瞰確

認から、より低高度か

つピンポイントな確認

へと変化していく可能

性が示唆された 

課題② 

今回の実証により夜

間荒天時のドローン

での点検を要望され

たが、現状荒天時の

ドローン飛行は不可

であり、夜間に可視

光カメラを使用して

も限定的な映像しか

撮影できず運用は困

難であることが考え

られるため、夜間・

荒天時でドローンが

使用できない場合の

点検方法の検討およ

び確保という課題 

の検討を進める。これに

より、一律の航路による

点検に加え、状況に応じ

た重点的な確認を可能と

し、災害初動から復旧・

復興段階に至るまで、効

率的かつ柔軟なドローン

運用の高度化を図る。 

時期：令和９年度 

 

取組② 

ドローンによる点検に加

え、デジタルツインや衛

星画像を活用した被災状

況確認手法を別途整備

し、災害規模や現地状況

に応じて使い分ける運用

の検討を進める。これに

より、ドローンが飛行で

きない場合や広域的な把

握が必要な場合において

も、代替手段を確保し、

複数の手法を組み合わせ

た多層的な被害把握体制

の構築を目指す。 

時期：令和８年度 

 

・災害対応

における情

報共有の即

時性確保に

向けた課題 

サービス：リアル

タイム配信システ

ム、放送・点検ド

ローン、ドローン

遠隔監視操作シス

テム 

 

内容③：ドローン

からの映像は遠隔

操作システムを経

由して映像配信を

実 施 。 映 像 配 信

は、すさみ町で実

装済みの防災観光

ポータルで、アク

セス可能なユーザ

ーのみリアルタイ

ム動画とアーカイ

ブ動画でインター

ネットから確認可

結果③-１：関係者がド

ローン映像をリアルタイ

ムに視聴できる環境が構

築でき、従来の LGWAN 方

式では一連のデータ共有

に概ね３時間を要してい

たが、今回のリアルタイ

ム配信方式を用いること

で、最短 10 分程度で現

場映像の共有が可能とな

り、２時間以上の時間短

縮効果が確認された。 

 

結果③-２： 複数自治体

が同一映像を同時または

同条件で確認できること

により、電話や文章によ

る情報共有に比べ、認識

のずれが生じにくく、広

域災害時の初動対応の迅

課題③ 

災害時の安定したド

ローン飛行実施およ

び配信環境の安定化

や映像品質の確保な

ど、作業環境や通信

環境、機材スペック

などを更に検討し、

実装段階を見据えた

運用面での検討を継

続する必要がある。 

取組③ 

ドローンの運行および映

像配信システムを災害時

に確実に稼働させるた

め、災害対応拠点となる

施設の安全性を高めると

ともに、当該拠点自体の

被災状況を早期に確認す

る仕組みの検討を進め

る。これにより、災害発

生直後においても運用拠

点の機能維持を図り、継

続的なドローン運用およ

び情報発信が可能な体制

の構築を目指す。 

時期：令和８年度 
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能な環境を構築。

現行の自治体間で

のデータ共有方法

（LGWAN 経由）、と

比較し効率化され

る時間を検証 

速化に寄与する成果が得

られた。 

 

結果③-３：アーカイブ

動画が残るため、災害対

応時でも過去情報との比

較が容易に可能となっ

た。 

・緊急着陸

地点整備と

地権者との

合意形成 

サービス：３次元

地図を活用したド

ローン航路生成シ

ステム 

内容④：２ DMAP／

３DMAP を併用した

地権者向け説明に

よる、緊急着陸地

点の役割・必要性

の伝達と利用合意

形成の有効性を検

証 

結果④-１：３DMAP にお

いて真上からの俯瞰視点

を用いることで、地権者

が普段２D 地図で見慣れ

ている認知と一致し、説

明対象となる緊急着陸地

点を速やかに把握できる

ことが確認された。 

 

 

結果④-２：３DMAP を用

いた立体的な説明によ

り、地形的な安全性や周

辺環境との関係を視覚的

に把握でき、災害時にお

ける緊急着陸地点の必要

性が具体的に伝達され

た。 

 

 

結果④-３：位置把握と

立体的理解を段階的に行

う説明手法により、緊急

着陸地点としての利用に

ついて、地権者から前向

きな意見が得られた。 

課題④ 

有事における緊急着

陸地点および平時に

おける物流拠点を継

続的に運用するため

には、利用頻度、運

用ルール、草刈り等

の維持管理方法を整

理する必要がある。 

 

課題⑤ 

地権者交渉を実施し

た緊急着陸地点が、

PLATEAU三次元建物デ

ータ整備済みの一部

地域に限られている

ため、町内全域での

有事・平時における

ドローン運用を前提

とした緊急着陸地点

が網羅的に確保でき

ていない。 

取組④ 

有事・平時のフェーズフ

リーで活用可能な着陸地

点として運用管理方法で

の整備を進める。 

時期：令和８年度 

 

取組⑤ 

令和７年度末にてすさみ

町内全域を対象に PLATEAU

の三次元建物データが整

備されることから、町内

全域を対象として緊急着

陸地点を網羅的に確保す

るため、地権者交渉を進

めた上で段階的に拡張す

る。 

時期：令和８年度以降 

図表 85 本事業取組内容まとめ 

以上 
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